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1 ．はじめに
　民法651条は委任は各当事者がいつでもこれを解除することができると定めるとともに、当事者の
一方が相手方にとって不利な時期に委任を解除したときは、やむをえない事由があった場合を除き
その損害を賠償することを要するとしている。したがって、同条をみるかぎりは、委任者の無理由
かつ任意解除を認めていると読めるわけであるが、後述する、大正 9 年の大審院判決により「受任
者の利益をも目的とする」場合には、651条の任意解除権が制限されることが確立して以来、判例及
び学説においては、この「受任者の利益」概念をめぐって様々な議論が展開されてきたが、いまだ
この概念については定説が確立していない状況にあるといえる。なお、本稿では651条の解除権は遡
及効がないので、実質的には告知権であるとされるが、本稿では、条文に従って「解除」と記す。
　現在、法改正が進められている、法制審議会民法（債権関係）部会においては、現在、以下のよ
うな提案がなされている。
　　【3.2.10.15】（委任の任意解除権）
〈 1 〉　委任は、各当事者がいつでもその解除をすることができる。
〈 2 〉　当事者の一方が相手方に不利な時期に委任の解除をしたときは、その当事者の一方は、
この解除によって相手方が被った損害を賠償しなければならない。ただし、やむを得ない事
由があったときは、この限りでない。
〈 3 〉　委任が、もっぱら受任者または第三者の利益をはかるものである場合には、委任者は委
任を解除することができない。ただし、やむを得ない事由があったときは、この限りでない。
〈 4 〉　委任が、委任者の利益のみならず、受任者の利益をもはかるものである場合において、委
任者が委任の解除をしたときは、この解除によって相手方が被った損害を賠償しなければな
らない。ただし、委任者が解除をするにつき正当の事由があったときは、この限りでない。
　提案〈 3 〉と〈 4 〉とも「受任者の利益」がある場合であって、「受任者の利益」が主な場合とそ
うでない場合によって、解除の可否を判断するようである。もっとも、「①委任が委任者の利益だ
けでなく受任者の利益をも目的とする場合には、委任者は契約を解除することができるが、解除に
よって受任者が被った損害を賠償しなければならないこととし、専ら受任者又は第三者の利益を目
的とする場合にはやむを得ない場合を除き任意解除権を行使できないとする考え方」と「②有償委
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任においては、当事者が任意解除権を放棄したと認められる事情がある場合には、当該当事者は任
意解除権を行使することができないこととし、無償委任においては、解除権の放棄は書面をもって
する必要があるとする考え方」も提案され、いまだに議論が続いている状態である。
　本稿では、「受任者の利益」という概念に焦点をあて、起草段階から判例・学説において、同概念
がどのように捉えられてきたのか、その変遷を辿りながら、「受任者の利益」概念のあり方を考察す
る。
　一般的には、この「受任者の利益」とは、単なる受任者の報酬ではないとされてきているが、最
高裁昭和56年判決（以下、昭和56年判決、事例）において、「受任者の利益」がある場合でも解除
が可能とする判決が出され、大正 9 年判決の制限が緩和されたと考えられてきている。そうすると、
昭和56年以降の判決において「受任者の利益」概念の捉え方にも変化がみられるのであろうか、昭
和56年判決以降の判例を中心に「受任者の利益」がどのように解されてきたのか同判決の影響につ
いて考察する。
　他方、アメリカにおいても、わが国と同様に、判例法において、「利害関係付の代理権（power 
coupled with interest）」という概念が確立され、委任者によって解除することができないとされる。
これは、代理人が代理権に密接に関連して代理人自身の利益を有する場合であるとされ、たとえば、
代理の対象となる物に対して何らかの権原を有しているため、本人も一方的に代理権を終了させる
ことができないとされる。また代理権の行使によって生じる利益や報酬をもって委任者の解除に対
抗することはできないとされている。
　アメリカ法において、同原則を最初に確認したのが、Hunt v. Rousmanier 事件であった。同判決
以降、アメリカにおいても「利害関係付の代理権」の適用範囲が問題とされてきた。アメリカ法に
おける判例の展開を紹介しながら、わが国における「受任者の利益」概念のあり方について考えて
みたい。特に、来栖三郎教授、明石三郎教授などにおかれては、英米法をもとに自説を展開されて
いる。特に、来栖教授においては、「特殊な委任」と「普通委任」とに分けて論じられていたが、前
者の領域を明らかにしていく上で、アメリカ法の変遷は参考にもなると思われる。
2 ．「受任者の利益」をめぐる立法者意思
　651条に関する立法趣旨に関しては、既に先行業績があり、ここでは、「受任者の利益」に関する
議論についていくつかの点を確認するにとどめる。
　まず、旧民法は財産取得編252条で委任が単に委任者の利益のためになされた場合には、たとえ
報酬の特約があってもいつでも理由なしに委任を廃罷できると規定していた。本条の注釈書によれ
ば、当事者双方の利益の場合に、委任者がこれを廃罷したい場合には、代理人の同意を要するとす
る。このような場合に、委任者が解除をすれば代理人に生じた損害を「普通法」により賠償しなけ
ればならないとする。その例として、共有者の 1 人が共有物の管理を他の共有者に委任した場合を
挙げる。また、報酬は「当事者双方の利益のためなり」とみなすことはできないとして、この場合
は委任者のみの利益のための委任であるとする。したがって、旧民法においては、すでに、委任者
の解約を制限するものとして「受任者の利益」という概念が存在し、単に報酬の特約があるだけで
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は当事者双方の利益のためとはいえないと解されていた。この点に関して、岡孝教授は、「受任者の
利益のためをも目的としているときには無理由解除はできないこと、それには不解除などの特約は
不要と考えているように見える」と述べられている。
　その後の法典調査会（第103回）において、富井委員から原案658条（現行法651条と同文）の提案
説明がなされ、本条の規定にもかかわらず、解除権放棄の特約は「公益に害があるというものでは
ない」として、その有効性を認め、その理由として、受任者が突然委任の取消を受けて非常な迷惑
を蒙るような場合があるとする。すなわち、同条 2 項には損害賠償の権利が認められているけれど
も、これは「不十分な権利」であるとして特約が必要な場合があるとの認識が示されている。この
点について、岡教授は「受任者の利益をも目的とした委任の場合には解除権放棄特約により受任者
を保護することができる、と考えたのではないか」と指摘される。
　しかし、土方委員は、このような 2 項の賠償請求の不備のため、無償委任と有償委任とを分ける
必要があり、有償委任の場合には解除による報酬を含めた損害を賠償する必要性があることを説く。
その中で、土方委員からは、英米法を参考に、受任者に利益がある場合に委任者が取り消すことが
できない法律上の制限があることを指摘している。
　これに対して、梅委員からは、本条は委任者の自由の解除権を認めている関係上、本来賠償責任
はないが、債務不履行や不法行為がある場合には、他の契約解除の規定による損害賠償が認められ
る以上、それほど問題はないと説明がなされている。
　651条の起草過程においては、「受任者の利益」という概念が登場していたこと、また、委任者の
解除自由に対して受任者保護の観点から解除権放棄特約が考えられていたこと、さらに解除自由に
よる 2 項の損賠賠償が制限されていることの関係で、有償委任の場合には、委任者の解除による損
害賠償が今後問題となるであろうこと等が既に認識されていたということである。特に、この損賠
賠償請求権の不備の問題が、その後の「受任者の利益」の捉え方にも影響を及ぼすことになる。
3 ．最高裁昭和56年判決以前の判例の流れ
　まず、「受任者の利益」を確立した判例として引用されるのは、事例 4（大正 9 年判決）である。
すなわち、委任が「受任者のためのみならず受任者の利益をも目的とするとき」には委任者は561条
による解除ができないとするルールを確立したとされる。もっとも、同判決においては、「受任者の
利益」とは何であり、解除権を制限する根拠などついては明らかにしていない。また、同判決は債
権者が債務者に対して債権の取立てを委任し、その一割を報酬として債権に充当するという事案で
あったことから、これは単なる報酬請求権にすぎず、「受任者の利益」があるとされる事案ではな
かったのではないかとの批判もある。
　岡教授は、同判決以降、「受任者の利益」概念の精緻化を目指す方向と先例としての意義を認めな
い方向との対立を指摘する。いずれにせよ、同判決以降、判例においては「受任者の利益」の存否
により561条の解除を判断するという枠組みが確立したといえる。また、同判決が「受任者の利益」
概念を広く解したため、判例はその適用範囲を制限する方向に向かったとの評価もみられる。
　ところで、この大正 9 年判決以前に裁判所は、既に当事者による不解除特約を認めてきた（事例
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1、2）。事例1は、当事者間の不解除特約を認めながらも、「特約を強要することをえず」として
委任者による解除を認めていた。一方、事例2（大正 4 年判決）は、事例1と同様に、委任者の解
除権の行使は妨げられないとしながらも、受任者もまた「正当なる利害関係」を有する場合におい
ては、「その利益を保護するために」解除権の放棄は有効であるとした。この事案は、債権者が自己
の債務の弁済のために、自己の債権の取立てを債権者に委任したものであった。そのため、債権者
は自己の債権の満足を得るために、債務者の財産の処分・管理の事務を行うわけであり、債務者で
ある委任者からの一方的な解除は制限されることになる。この意味では、この種の委任は、債権譲
渡や代理受領の形態に近いといえる。これに対して、事例4（大正 9 年判決）の場合には、債務者
が受任者として債権者の債権を管理するわけであり、明らかに状況は異なり、「報酬」に近づくこと
になる。大島俊之教授は、前者を債権者受任型と呼ばれ、後者の事案を債務者受任型として分けら
れている。
　そして、この後いわゆる債権者受任型の事例が続くことになる（事例5、8、9）。一方、債務者
受任型といえる事案はその後みあたらない。なお、大島教授は債務者受任型の中に賃借人（受任者）
が賃貸人（委任者）に対して負担している賃料債務の弁済のために、不動産の管理事務を行い、そ
の報酬を賃料債務に充当するという、賃借人受任型も含まれるとする。これに該当するのが事例
である。
　その後、昭和40年代に入り、「受任者の利益」のためにも委任がなれた場合でも「受任者が著しく
不誠実な行動に出た等「やむをえない事由」がある場合には委任契約を解除することができるとす
る判例が登場する（事例、参照）。これら事案は、債権者が債務者の事業や負債弁済に関して委
託を受けたが、適切に行動しなかったとして解除された事案である。これら事例を根拠に、大正 9
年判決は否定されたとか、制限されたと評される向きもあるが、前述のようにそもそも「受任者の
利益」が認められるべき事案ではないとする見方もある。すなわち、債権の取立てとは異なり、債
権者は経営の建て直し（委任事務の履行）によって弁済（「利益」）を得ることができるわけであり、
この意味では、報酬請求権とはさほど異ならないとみることもできる。また、受任者に著しく不誠
実な行動がなければ、契約は解除できないわけであり、「受任者の利益」概念そのものをこれら判例
は否定しているわけではない。
4 ．最高裁昭和56年判決（最判昭和56年 1 月19日民集35巻 1 号 1 頁）の意義
【事実の概要】　Ａは、その所有の共同住宅である本件建物を、一括して訴外Ｂに賃貸し、建築及び
不動産の管理を業とするＹとの間で、本件建物の管理契約を締結した。本件管理契約において、Ｙ
は、賃借人からの賃料の徴収、本件建物の公租公課の支払、修理等本件建物の賃貸に関する事務の
一切を任されたほか、賃借人がＡに差入れる保証金880万円の保管を委ねられた。そして、Ｙは、右
の管理を無償で行うほか、保証金を保管する間、月 1 分の利息をＡに支払う旨約したが、その代わ
りにＡは、Ｙが右の保証金を自己の事業資金として常時自由に利用することを許した。その後、約
11年間、Ｙは右の保証金を自己の事業資金として利用していたところ、Ａは、Ｙに対し、本件管理
契約の解除の意思表示をし、その後保証金返還債権を譲り受けたＸが保証金の返還を請求した。
（16）
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　一審、控訴審とも「本件管理契約はＡとＢ会社間の本件建物賃貸借契約を前提とするものであっ
て、これが当事者双方の利益を目的とすることからみて、建物賃貸借契約が継続する間は、当事者
間に右管理契約における信頼関係を破壊する等もはやこれを継続することが困難であると認められ
るような特段の事情がある場合に限り、当事者の一方において任意にこれを解約することができる
ものと解すべきである」として X による管理契約の解除を認めなかった。これに対して X が上告し
た。
【判旨】　「本件管理契約は、委任契約の範ちゆうに属するものと解すべきところ、本件管理契約の如
く単に委任者の利益のみならず受任者の利益のためにも委任がなされた場合であっても、委任契約
が当事者間の信頼関係を基礎とする契約であることに徴すれば、受任者が著しく不誠実な行動に出
る等やむをえない事由があるときは、委任者において委任契約を解除することができるものと解す
べきことはもちろんであるが、さらに、かかるやむをえない事由がない場合であっても、委任者が
委任契約の解除権自体を放棄したものとは解されない事情があるときは、該委任契約が受任者の利
益のためにもなされていることを理由として、委任者の意思に反して事務処理を継続させることは、
委任者の利益を阻害し委任契約の本旨に反することになるから、委任者は、民法651条に則り委任契
約を解除することができ、ただ、受任者がこれによって不利益を受けるときは、委任者から損害の
賠償を受けることによって、その不利益を填補されれば足りるものと解するのが相当である」とし
て X による解除を認めた。
　なお、「受任者であるＹの利益のためにも委任がなされた以上、委任者である X はやむをえない
事由があるのでない限り、本件管理契約を解除できないと解し、X が解除権自体を放棄したものと
は解されない事情があるか否かを認定しないで、同人のした本件管理契約の解除の効力を否定した
のは、委任の解除に関する法令の解釈適用を誤」ったとして、原審に差し戻した。
　なお、差戻し審においては、X が解除権を放棄したか否かについて、「本件管理契約が X とＢと
の間の本件建物賃貸借契約と一体となっていると認めることはできず、Ａが本件管理契約の解除権
を放棄したものと認めることができない」として、X による解除を有効とした。
　この昭和56年判決は、「受任者の利益」がある場合でも委任者による解除を認めたとの評価がなさ
れているが、同判決をめぐっては評価が分かれている。
　本章では、以下の点について検討を加える。①56年判決が「受任者の利益」をどのようにとらえ
ているのか、②解除事由としての受任者の著しく不誠実な行動等「解除のやむをえない事由」とは、
具体的に何を指すのか、③委任者が委任契約の「解除権自体を放棄したものとは解されない事情」
とは何を意味しているのか。
　まず、「受任者の利益」について、最高裁は「本件管理契約は、委任者たるＡに利益を与えるの
みならず、受任者たるＹにも、本件建物の賃貸借契約及び本件管理契約が存続する限り、右の保証
金を自己の事業資金として常時自由に利用することができる利益」として、保証金の運用を「受任
者の利益」と認定しているが、このような見方には批判もある。たとえば、藪教授は、本件におけ
る自由運用権について、「あくまで管理契約に附帯した報酬的なものにすぎず、それを主目的とし、
（18）
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あるいはそれと直接に結び付くような機能を当事者双方が期待した上で本件管理事務の委託が行わ
れたとみるには無理があろう」とされ「受任者の利益」を否定される。
　次に、昭和56年判決は、「受任者が著しく不誠実な行動に出る等やむをえない事由があるときは、
委任者において委任契約を解除することができる」とする。この「やむをえない事由」については、
昭和56年判決以前の判例において既に言及されてきたが、そもそも、この「やむを得ない事由」と
いう許容基準がどこから出てくるかについて」疑問を呈する見解もみられる。また、昭和56年判決
で引用される事例、については、大正 9 年判決を制限したという評価もなされている。これら
事案は、既に述べたように、債務者の事業ないし経営を債権者に委託したケースで、「受任者の利
益」を認めた上で、受任者の著しい不誠実な行動等「やむをえない事由」を理由に解除を認めた。
しかし、債権者に経営を委託したことのみで、「受任者の利益」があると判断することには解釈上問
題があるとも言われている。また、受任者の「著しい不誠実な行動」によって、解除されているの
であって、「受任者の利益」ではなく、債務不履行の問題としてみることもできる。たとえば、岡教
授は651条とは関係なく、解釈上の解除を認めたと理解すべきであろうとされる。すなわち、「判例
は解除権放棄特約がある場合であろうと、委任が『受任者の利益をも』目的としている場合であろ
うと、やむを得ない事由があれば、今や、651条に基づくのではなく、継続的契約関係としての委任
の性質から契約を解消することができることを認めるに至っている」とされ、信頼関係破壊の法理
に根拠を求められている。
　また、昭和56年判決は、「委任者が委任契約の解除権自体を放棄したものとは解されない事情」（以
下、「事情」）がある場合に、契約解除の可能性を示唆したが、この「事情」が何を指すかというこ
とについては不明確な部分が多い。そもそも、「受任者の利益」がある場合は不解除特約がなくとも
性質上解除できないとされ、解除権放棄の有無を問わない以上、本判決は「解除権自体を放棄した
ものとは解されない事情」という「無用の条件」を付したことになるとの批判もみられるが、この
「事情」を解明する試みもみられる。大塚直教授によれば、「事情」という語は客観的な響きを有す
るとされ、委任者の意思よりもむしろ、「委任者の利益、委任契約の本旨がその根拠」とされる。そ
して、「委任者の利益は、少なくとも、「事情」の有無を決する非常に重要な要因である」とされ、
「委任者と受任者の利益が、いわば対等のものとして桔抗しあう」状態（大塚教授は「第 2 段階」と
いう表現をされる）では、「委任者は任意解除をなしえないとしてしまうと、今度は、委任者の利益
を著しく損うことになる。そこで、本判決は、この場合に、委任者に任意解除を認め、受任者の利
益については、その損害を委任者に賠償させて保護するにとどめようとしたのではなかろうか」と
される。
　また、淺生判事も、この「事情」について「本件では、委任契約の主な目的が委任者のために賃
貸事務を処理することにあって、受任者である被告が保証金を利用する利益は委任契約の第二次的
ないし附随的目的にすぎない事実を指すものと考えられる」として、この「解されない事情」の判
断においては、委任の目的の軽重（委任者の利益に対する受任者の利益の比重）が、「委任者が委任
契約の解除権自体を放棄したものとは解されない事情があるかどうかを判断するにあたって、まず
第 1 に重視すべき事実」だとされる。
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　両者とも、ここでは、「委任者が委任契約の解除権自体を放棄した」事情（状況）を解明する方向
よりも、むしろ委任者の利益の大小を判断基準とした「新たな方向」を指向されている。実際上、
このような基準を採用する裁判例もみられる。
5 ．「受任者の利益」をめぐる学説
①我妻説
　我妻教授は、「受任者の利益」とは告知権が適法に放棄されるかもしくは告知権の放棄が推定され
る場合であるとされる。告知権の放棄が適法な場合として、①雇傭的色彩を帯びる（受任者の身分
保障の意味をもつ）場合、②他の契約関係の一部として一定の事務が委託されている場合（この場
合、委任者は委任契約のみならず全契約関係を終了させなければならない）、そして、③委任事務の
処理が委任者の利益であると同時に受任者の利益でもある場合があるとされる。
　「受任者の利益」の具体例として、①債権者が、取立債権の一定額を手数料として債務者に与え、
その債務に充当する行為（大正 9 年判決）、及び②債務者が自己の第三債務者に対する債権の取立を
債権者に委任するような場合とされ、債権者が債権回収を委任する場合と債務者が委任する場合と
を特に区別しない。
　我妻教授のように、「受任者の利益」がある場合に解除権の放棄を結び付ける思考方法は、「受任
者の利益」の成否を解除権の放棄の問題として捉える昭和56年判決と整合的であるといえる。もっ
とも、なぜ解除権放棄の推定という法的擬制がなされなければならないのかが問われなければなら
ないが、我妻教授においては、651条 1 項の適用を避ける上で、解除権放棄の推定が必要とされてい
たと考えられる。この点は、「受任者の利益」の問題を651条の枠組みで処理しようとしている（と
思われる）判例とは必ずしも軌を一にしてはないといえるのではなかろうか。
②末川説
　末川博教授は、純粋な委任とそれ以外の委任（混合契約型）とに分け、第一次的には常に委任者
の利益となるのが「純粋な委任」とされ、一方、「委任が有償であって受任者が事務の処理に対する
報酬を受ける場合には、委任は受任者の利益の為めでもあるというべき」とされ、報酬がある有償
委任を「受任者の利益」があるものとされる。
　そして、このような「委任者と受任者とが利益を有し又は受任者のみが利益を有すると考へられ
る場合には、實は純粋な委任があるのではなくて、委任を手段とする他の行為が有因的に結びつい
ているか又は委任の構成分子に加ふるに他の構成分子を以てする混合契約（不典型契約）があるか
である」とされ、その例として、①不動産物権・株式・電話加入権などを譲渡した場合に譲受人に
名義書換の委任をなす場合を挙げられ、この場合、委任だけで独自の存在理由を有するのではなく
て、権利譲渡の完全性を保障し實現するために委任が為されるのだから、いわば委任は手段であっ
てその背後には権利譲渡が有因的に結びついている（だから権利譲渡が無効ならば委任もまた無効
である）とされる。また②担保若くは弁済の為めに債権取立の委任を為す場合には、委任者が受任
者に対して負担する債務の担保若くはその弁済への充当を内容とする契約と委任契約とが混合して
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単一の契約を成していると観るべきであるとされ、この場合、大正 9 年判決が該当するとされる。
③実質的には受任者の事務であるものを委任者の事務であるかのやうに装って形式上委任契約を為
す如き場合には、仮装行為として委任があるにとどまるか又は隠匿された別の行為があると観るこ
とができるとされる。
　したがって、末川教授においては、委任者において解除ができない場合として「受任者の利益」
の有無が重要な要素となるのではなく、むしろ、他の契約との結合が委任契約の解除に重要となる。
すなわち、「受任者の利益の為めの委任があるといっても差支ないかも知れぬが、さういう委任は常
に他の行為と結びつくか又は事務の処理とはちがつた別の内容を混合せしめているのだから、委任
に関する規定のみで律することはできす、常に他の行為又は他の内容によって制約されて、委任者
が一方的に委任の解除をすることは許されぬのである。つまり、受任者が利益を有する場合に委任
者において解除ができぬといふのは、委任本来の要請に基くのではなくて、寧ろ本質的には委任と
はいへぬ行為の効果に基くのだといわねばならぬ」とされ、契約解除の問題が「受任者の利益」と
は、必ずしも直結しないとされる。
　末川説においては、「受任者の利益」は有償委任としてとらえられており、委任契約の解除の問題
は、「受任者の利益」の存否ではなく、契約の性質（他の契約と混合すること）によって決すること
になる。また、解除権放棄の推定については、「解除権の放棄の特約がなくとも、契約の性質上解除
はできぬのだが、それは委任に伴うもしくは委任を仮装する行為の性質に由来するものとみられる
べきである」として契約の性質の問題であるとされる。
　末川説によれば、「受任者の利益」とは、委任契約が他の契約の一部となっている場合を示すもの
に過ぎない。あるいは契約の性質上解除できないものということになる。
③広中説
　広中俊雄教授は、「受任者の利益」を有償委任と解し、有償委任には民法651条の適用がなく、651
条は無償委任を対象としたものであるとされる。広中教授が典拠とされたのが、事例 4（大正 9 年
判決）であり、同判決が債務者である受任者による取立報酬を「受任者の利益」と判断したことか
ら、有償委任契約においては委任者の解除権が制限されることになると解される。広中教授におい
ては、受任者の利益＝有償委任という図式のもと、有償委任においては、委任者は解除ができなく
なるため、「およそ有償委任には民法651条の適用がないということになるのであろうか」と述べら
れるように、651条以外の条文に解除事由を求めることになる。また、委任者による解除を認めよう
とする場合、中途解約による損害賠償（もしくは受任者の報酬）を根拠付けるには、委任の規定に
は限界があるため、他の条文に依拠することになる。たとえば、宅地建物取引仲介の委託において
は、少なくとも当初の契約の成立がないかぎり報酬請求権は全く発生しないことになるため、中途
解約における報酬請求をどのように根拠づけていくのかという問題があったといえる。特に、仲介
契約を「解除」することなく、委任者が受任者を介せずに第三者に売却したときは、判例は130条の
「条件」を根拠に委任者の報酬支払義務を認めてきたこと（最判昭39・ 1 ・23民集一八・一・九九）
との関係上、委任契約が解除された場合にも同様の取扱いがなされる必要があった。
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　したがって、「委任には民法651条の適用されない類型のものがあり、これらの委任の「解除」は
請負型のものについては民法641条が、雇傭型のものについては民法627条・628条が、なおまた不動
産に関する委任事務の処理に受任者の当該不動産利用が対価的に結びついているようなものについ
ては上述のような賃貸借の「解除」に関する準則が、それぞれの準則として用いられるべきである。
……そして、無償委任は、そのようなものとして、諾成契約とはされているが法的拘束力の極めて
弱いものとなるわけである。このようにして無償委任に適用されるべきものとしての民法651条は、
通常いいならわされているように委任が当事者間の特別の「信頼関係」を基礎とする契約であると
いうことを根拠とするものではなく、無償委任が本契約に完全な法的拘束力を附与されがたい種類
の社会関係であるということに基づくものであるといわなければならない」とされる。
　しかし、問題は、先述したように、大正 9 年判決の「受任者の利益」の捉え方であり、広中教授
の解釈は大正 9 年判決の文字通りの読み方であると同時に、受任者の利益の範囲を広くとらえるこ
との問題性を示唆するものといえる。すなわち大正 9 年判決が「受任者の利益」を広く解したこと
で委任者に解除を認める「別の法理」を探さざるを得ない状況が生じることになり、広中説では、
委任をいくつかの類型に分けてこれに対応した諸規定を準用することで委任契約の中途解約による
受任者への補償の問題に対応する。
④来栖説
　来栖教授は、英米法における「権利と結び付いている授権（power coupled with interest）」概念
を参考に、委任を「普通の委任」と「特殊な委任」とに分け、特殊な委任とは、不解除特約がなく
ても解除できないとされ、たとえ解除がなされてもその効力は生じないとされる。これは、債権担
保の目的を以てする債権取立の委任の場合や受任者の権利の保全のために委任契約がなされる場合
が該当する。来栖教授によれば、「権利と結び付いている授権」とは、委任事務を履行すれば報酬が
得られるというだけでは足りず、授権が代理人の権利の担保として与えられているとか、その他代
理人の権利と関連して与えられているなど、代理人が授権の対象について権利をもっていることが
必要であり、たとえば、甲が乙に債務を負っている場合に、甲が乙に甲の土地を売却し、代金から
弁済を受ける権限を与えられているときであるとされる。このような場合、本人は授権を撤回する
ことができないとされる。来栖教授においては、いわゆる英米法でいうところの「権利と結び付い
ている授権」概念に「特殊な委任」が対応していると言える。
　一方、「普通の委任」の場合に委任者が契約解除できないのは、不解除特約がある場合とされる。
ここで、注意しなければならないのは、この不解除特約がある場合に委任者は解除が制限されてい
るわけではないということである。すなわち、「委任者の不解除特約が有効だというのは、解除し
ても解除の効力が生じないというのではなく、委任者が理由なく解除すれば、解除の効力は生ずる
が、受任者にそれによって生じた損害を賠償する責任を免れないという意味である」とされるよう
に、普通の委任においては、解除の有無が問題となるのではなく、むしろ解除の効果を認めながら
損害賠償の存否に焦点が移ることになる。　
　そして、来栖教授によれば、普通委任における「受任者の利益」は 3 つに区分される。 1 つは、
（32）
（33）
（34）
（35）
26
N. Ishido CHUKYO LAWYER
その報酬が成功報酬の形をとっているような、委任者に委任事務処理の費用を償還する義務がない
場合とされ、もう 1 つが任期の定めがある場合、他の 1 つがさらに、事業経営の委任の場合のよう
に、任期の定めがなくとも、何時でも解除しうるとしたのでは受任者に苛酷なので、委任者が解除
するには相当の予告期間をおくことを要する場合とされる。これらいずれの場合にも損害賠償を条
件として解除そのものが必ずしも制限されるわけではない。
　
⑤大塚説
　この来栖教授の枠組みをさらに発展させているのが、大塚直教授である。大塚教授は、「そもそも
受任者の利益とは、様々の態様、程度を有する観念であるから、その実体に即して考えるときは、
従来のように、単に受任者の利益の存否のみによって解除を決するのでは足りず、その程度をも考
慮してこれを決めることが必要である」とされ、「受任者の利益」を「程度」の問題ととらえ、その
強弱が段階的に把握されることになる。そこでは、来栖教授の①特殊な委任、②普通の委任、③そ
の他普通の委任（報酬請求権の程度）という分類方法に基づき、「受任者の利益」を 3 つの段階でと
らえる。まず、「特殊な委任」を第 1 段階として、委任者による解除が認めらないケースとされる。
そこでは、委任者には消極的利益しかないのに対して、受任者にはその権利を保全する極めて大き
な利益があるとされる。一方、第三段階では、委任者の利益は確固たるものであるのに対して、受
任者の利益は、報酬請求権程度のものにすぎないため、自由な解除が認められることになる。そし
て、この両者の中間に位置するのが第二段階とされ、そこでは、委任者と受任者の利益が、いわば
対等のものとして桔抗しあう。この場合にも、「受任者の利益」は存在するが、「委任者は任意解除
をなしえないとしてしまうと、今度は、委任者の利益を著しく損うことになる」ため、「委任者に任
意解除を認め、受任者の利益については、その損害を委任者に賠償させて保護するにとどめ」るこ
とになる。したがって、第 2 段階において「受任者の利益」を認めることの意義は、受任者に解除
による損害賠償請求を認める点にある。そして、大塚教授によれば、昭和56年判決の意義としては、
第一段階と第二段階ともに「受任者の利益」が存在するわけであるが、その区別があいまいであっ
たため、「受任者の利益」があっても「放棄したものとは解されない事情」のある場合という基準
を持ち込み、第 2 段階と第 1 段階との区別（程度の差）をつけることができるようになった点にあ
る。そして、大塚教授は、「事情」という基準について、委任者の主観を内容とするものではなく、
客観的に判断されるものであるとして、この「事情」の有無を判断する重要な要素となるが、「委任
者の利益」であるとされる。
⑥淺生説
　淺生判事によれば、「受任者の利益」について、学説のいう「委任事務処理と直接の関係のある利
益」の意味は必ずしも判然としないとされる。そして、判例のいう「受任者の利益」とは、委任事
務の遂行によって受任者に生じる利益であって、受任者がその利益を享受することにつき、委任者
がこれを承認しなければならない何らかの関係（例えば債務弁済のための取立委任の場合には、そ
の取立委任が受任者である債権者の債権保全の手段になっていること）が存在する場合であるとさ
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れる。
　淺生判事によれば、「受任者の利益」として具体的には、①委任事務の遂行によって生じる利益、
②委任の終了の時期が受任者にとって不利な時期であるために生じる受任者の損失、③委任の終了
時期のいかんにかかわらず、次の仕事を見出すまで報酬を受けられない損失、④委任が継続してい
れば受任者が得られたであろう報酬が考えられるとされる。
　②の例として、有償委任の受任者が他の仕事を見出すのが困難な時期に委任者において委任を解
除し受任者に損害を与えた場合がこれにあたるとされる（これは651条 2 項が該当する場合であろう
か）。③については、税理士顧問契約など継続的な契約関係が前提とされている場合とされ、この場
合の解除には予告期間を置く必要があるとされる。そして、④は、弁護士の訴訟委任における成功
報酬が約定されているケースを想定され、この場合には中途で解除しても成功とみなす特約によっ
て報酬の支払が可能であるとされる。そして、問題となるのは、①のケースである。
　これは、債務者が債権者に自己の債権の取立を委託しそれをもって自己の債務の弁済に充てる場
合を想定され、委任事務の遂行によってはじめて得られる利益である点に特徴があるとされる。こ
れに対し、受任者の受ける報酬は、委任事務遂行の対価であって委任事務遂行によって得られる利
益ではないとされ、報酬は除外されている。そして、「このような場合の受任者の利益については、
それを確保しようとすれば解除の効力を否定して委任事務が継続されることになる」とされるが、
常に①のケースがそうなるわけではないとされる。
　淺生判事は、この問題を「利害の調整」の観点から捉えられ、通常は、委任者の利益が主で、受
任者の利益が従であるが、①のケースは、受任者の利益が主となるケースであり、この場合に「委
任者として承認しなければならないような何等かの関係」が存在することになる。しかし、委任が
「対人的信用関係を基礎とする契約である」以上、委任者の利益が従であってもそれを無視すること
はできないとされ、委任者にはやむを得ない事由があれば解除することができるとされる。その例
として、事例、を挙げる。
　そしてさらに、最判昭和56年判決によって、やむを得ない事由がない場合でも、委任者が解除権
自体を放棄したものとは解されない事情がある場合には、解除することができるようになったわけ
であるが、この「解されない事情」の判断においては、委任の目的の軽重（主従の関係）によって
決することになるが、委任者の利益に対する受任者の利益が等しいか、若干上回る程度では、判断
は難しいとされる。たとえば、淺生判事は、事例4と事例、を比較し「受任者にはその債権を
保全するという極めて大きな利益が認められるのに対し、委任者の会社経営の利益は従たる利益に
すぎなかった」と評されるように、受任者の利益が主の場合であっても、そこにはさらに軽重があ
るとされる。
　また、「委任事務の継続が受任者の利益を保護するため不可欠なものでなく、かつその利益が委任
者の損害賠償によって保護されているにもかかわらず、なお受任者のために委任事務を継続する理
由はない」とされるように、委任者の解除自由が原則とされているようにも思われるが、その一方
で、事例4の場合などについては、「委任者が解除権自体を放棄したものと解すべき事情にあたる」
として、委任者の解除が認められない一定の場合があることも認められている。
（38）
（39）
（40）
（41）
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⑦明石説
　「受任者の利益」をもっとも限定的に解するのが、明石説であるといえる。明石教授は、来栖教
授と同様に英米法における「利益と結合した代理権（power coupled with interest）」に依拠しなが
ら、「英米法において、代理権が代理人の利益と結びついているときは代理権を撤回することができ
ないのであって単に損害賠償をすれば撤回できるというに止まらない。そして代理人の利益と結び
つくということは単に報酬をえられるというだけでは足りないのである。代理権が担保として与え
られている場合、たとえば動産売却の代理権を与えられた代理人のところへその動産が送られてき
た場合とか、代理人がその代金を前払いした場合などにおいては、本人が代理権を撤回しても代理
権は消滅することはない」とされる。
　明石教授によれば、受任者の利益とは、「委任と受任者の利益との間に、債権の確保ないし担保関
係の如き密接な関係がある」場合を指すとされる。したがって、単に報酬の特約があるだけでは、
いまだ受任者の利益を目的とした委任とはいえないとされ、「委任事務処理と直接関係のある利益」
が「受任者の利益」を指すとされる。すなわち、委任事務処理に基づく「報酬」は、処理の結果と
して得られるもので、これは解除によって当然に失われるものであるから、報酬があり有償である
から「利益」があるとはいえない。この利益と報酬との違いは、旧民法の財産取得編252条にもその
―端を伺うことができるとされ、英法においても、「利益と結合した代理権」を撤回できないという
場合に、「利益」には報酬は含まないといわれる。さらに、「受任者にも利益を与える委任」におい
ては、解除権放棄の有無を問わず、本来解除は無効であって、単に損害賠償による解決を肯定でき
るものではないと解する」とされるように、解除権放棄の有無を問わず、委任者による解除を一切
認めない。
6 ．最高裁昭和56年判決以降の判例
（ 1）「受任者の利益」の認定
　最高裁昭和56年判決以降、判例はどのように変化したのであろうか（あるいは同判決がどのよう
に踏襲されてきているのであろうか。）同判決をめぐっては、561条本来の趣旨に戻ったとの評価も
なされているように、委任者の解除を緩やかに解する傾向はみられるのであろうか。
　ここでは、昭和56年判決がその後の判例にどのように影響を及ぼしたのかという観点から、その
後の裁判例の展開をフォローしその特質を論じる。そこで、「受任者の利益」を肯定した裁判例と否
定した裁判例を分類すると以下の通りである。
【「受任者の利益」を肯定した裁判例】
2大審院大正 4 年 5 月12日民録21輯687頁（債務弁済のための年金受領の委託解除）
3大審院大正 6 年 1 月20日民録23輯68頁（受任者からの解約）
4大判大正 9 年 4 月24日民録26輯562頁（債務者による債権の取立て委任の解除）
5大判昭和 7 年 3 月25日民集11巻464頁（債務弁済のための恩給受領の委託解除）
8東京地判昭和30年 8 月25日ジュリ95号61頁（代物弁済による移転登記手続の委託解除）
（42）
（43）
（44）
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9東京高判昭和31年 9 月12日東高民 7 巻 9 号194頁（代物弁済による移転登記手続の委託解除）
大阪高判昭和36年11月30日判時306号12頁（妾への旅館経営委託の解除）
最判昭和40年12月17日最集民81号561頁（債権者への経営委託の解除）
最判昭和43年 9 月20日判時536号51頁（債権者への経営委託の解除）
最判昭和56年 1 月19日民集35巻 1 号 1 頁
名古屋高判昭和58年11月16日判時1105号58頁（高速道路での商品販売委託の解除）
東京高判平成元年10月16日判タ713号187頁（共同相続人間での相続財産売却の委託解除）
東京地判平成15年 9 月 4 日【LLI　ID 番号】05833607（専門学校運営の業務委託契約の解除）
東京地判平成15年 9 月29日【LLI　ID 番号】05833966（美術館警備委託の解除）
東京地判平成17年 6 月17日【LLI　ID 番号】06032281（会社設立準備の委任契約の解除）
東京地判平成19年 5 月24日【LLI　ID 番号】06232248（不動産仲介斡旋依頼の解除）
東京地判平成19年 7 月25日【LLI　ID 番号】06233234（寺院の代表役員の解任）
東京地判平成21年12月21日【LLI　ID 番号】06430734（研究委託契約の解除）
東京高判平成22年 2 月16日判タ1336号169頁（別荘地の管理委託契約の解除）
横浜地判平成22年 3 月30日【TKC 文献番号】25463503（区分所有建物の管理委託契約の解除）
【「受任者の利益」を否定した裁判例】
7神戸地判昭和30年 2 月22日ジュリ152号92頁（不動産仲介斡旋依頼の解除）
最判昭和43年 9 月 3 日最集民92号169頁（不動産仲介斡旋依頼の解除）
大阪地判昭和47年 9 月22日判タ288号332頁（木材の販売委託契約の解除）
大阪地判昭和55年11月28日判タ440号133頁（不動産仲介斡旋依頼の解除）
最判昭和58年 9 月20日最集民139号549頁（税理士顧問契約の中途解約）
東京高判昭和63年 5 月31日判時1279号19頁（税理士顧問契約の中途解約）
神戸地判平成 2 年 7 月17日判タ745号166頁（コンサルタント契約の中途解約）
東京地判平成 6 年 1 月28日判時1515号101頁（コンピュータソフトによる業務委託契約の解約）
東京地判平成12年 3 月31日判タ1040号91頁（社団法人の常任監事の解任）
京都地判平成14年 4 月26日【TKC 文献番号】28091239（墓地分譲販売委託の解除）
東京地判平成14年12月26日【LLI　ID 番号】05731745（マンションの管理業務委託の解除）
東京地判平成15年 1 月23日【LLI　ID 番号】05830202（税理士顧問契約の中途解約）
東京地判平成15年 3 月13日【LLI　ID 番号】05831064（病院の霊安室管理業務等の委託契約の解約）
東京地判平成16年 9 月28日【LLI　ID 番号】05933883（住宅販売代理委託契約の解除）
東京地判平成18年10月27日【LLI　ID 番号】06134356（百貨店内での出店契約の解除）
東京地判平成22年 2 月10日【LLI　ID 番号】06530041（韓国の楽曲に関する著作権の委託管理契
約の解除）
東京地判平成24年 5 月 7 日【TKC 文献番号】25494352（経営コンサルティングの委託契約の解除）
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　これまで、判例においては、委任契約による「報酬」や「手数料」といったものは、「受任者の利
益」とはいえないとされてきた。ところで、判例は、「受任者の利益」をどのように定義しているの
であろうか。
　これまで、最高裁において、「受任者の利益」について明確に定義したものはないが、下級審に
おいては、たとえば、「受任者の利益とは、債権担保のための取立委任のように委任事務の処理と
直接結合した利益をいうのであって、委任事務処理の結果として取得する報酬は、これに含まれる
ものではない」とするもの（事例）や、「委任事務の遂行によって受任者に生じる利益であって、
受任者がその利益を享受することにつき、委任者がこれを承認しなければならない何らかの関係の
存在するものであることを必要とするものである」（事例）、「単に委任者の利益のみならず受任者
の利益のためにも委任がされた場合とは、受任者が委任事務遂行の対価としての報酬（管理費）を
得るということを超えて、当該委任契約が存在することに伴って一定の独立した利益を得ることを
いうもの」（事例）がある。
　事例については、明らかに報酬は含まれないと明言しているが、事例、については必ずし
も明確にされてはいない。ただ、淺生判事によれば、「委任者がこれを承認しなければならない何
らかの関係」とは債務弁済のための取立委任の場合のようにその取立委任が受任者である債権者の
債権保全の手段になっていることを意味するとされる。その他、具体的に「受任者の利益」を肯定
する事案のなかで、相続人の 1 人が他の相続人の代理人として相続財産を売却しその代金で相続税
等を支払い、余剰金がその代理人に取得される点をもって「受任者の利益」を認める事例や、報
酬以外に「さらなる利益をあげること企画」した点を「受任者の利益」として考慮する事例など
は、事例の定義「受任者が委任事務遂行の対価としての報酬（管理費）を得るということを超え
た一定の独立した利益」に近いものとも考えられる。「受任者の利益」に関する定義については、現
在も判例は流動的な状態にあるといえる。
　「受任者の利益」を論じた裁判例を契約内容ごとにみてみると、顧問・コンサルティング契約型、
販売委託型、業務委託型、不動産管理委託型に大別することができる。
　顧問・コンサルティング契約型としては、事例、、があるが、この類型では「受任者の利
益」を認めたものはない。
　販売委託型については、不動産仲介契約が典型なように、不動産業者である受任者がその成約か
ら取得する手数料など「受任者の利益」とはみなされていない。この販売委託型に該当するものと
しては、事例7、、、、、が挙げられる。たとえば、先に挙げた事例などのように、
これまでは明確に報酬は「受任者の利益」とはみなされないとされてきたが、「受任者の利益」があ
るとする販売委託型の裁判例として、事例、、がある。
　たとえば、事例は、高速道路の売店における商品販売業務委託を解約した事案で、裁判所は、
「受任者の利益」を認めた上で、「民法651条 1 項をそのまま適用すべきではなく、同条 2 項の法意を
類推し」て、受任者に「著しき不誠実な言動がある等やむことをえざる事由の存する場合に限り解
除ないし更新拒絶を認めるべきである」として信頼関係破壊の法理を適用している。同判決は、「受
任者の利益」の認定とともに651条 1 項と 2 項をめぐる解釈上の問題を提起するものといえる。ま
（45）
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た、先述の事例では、外国企業から会社設立の準備作業を委ねられた受任者には「報酬請求権以
上には、直接的には本件委任契約による利益」はないとしながらも、「業務に専念していた」点を考
慮して「受任者の利益を目的としたものということができる」と判断したが、「本件契約が受任者
の利益を目的としたものと認められるとしても、その利益が報酬請求権自体と大差がないことをも
考え併せれば、やむを得ない事情があるというべきである」として、契約解除の有効性を認めてい
る。両事件とも「報酬」以上の「利益」性があるのか疑問であるが、事例では、契約解除ではな
く、解除による損害賠償が求められており、そもそも「受任者の利益」の存否が争われる場面では
ないといえる。
　また、不動産仲介を扱った事例では、通常の媒介契約以上に受任者が関与し費用を投下してい
る点に「受任者の利益」が認められている。もっとも、委任契約において受任者が費やした費用は
648条 3 項おいても求償が可能なわけであり、通常の不動産媒介契約と扱いを異にする必要があった
のかどうか疑問のあるところである。また、受任者が「さらなる利益をあげることを企画」した点
も「受任者の利益」の判断で考慮されているが、この種の期待利益は「委任契約の遂行によって生
じる利益」にすぎず、本来「受任者の利益」とはみなさるケースではないといえる。そして、本事
案は、先の事例と同様に契約解除による損害賠償が求められた事案であり、そもそも解除の有効
性が問題とされてはいない。
　業務委託型については、業務委託の処理による利益（報酬等）は対価関係にある利益にとどまる
ものであり、委任事務処理の結果として得られるものであって、解除によって当然に失われるべき
ものであるから、「受任者の利益」とはいえないとされる（事例、、）。
　一方、事例では、専門学校の管理業務委託契約について、理由は明らかにされていないが、「受
任者の利益」を目的とするものであるとして解除できないとした（もっとも、受任者の不誠実な行
動を理由に「やむを得ない事由」による解除を認めた）。さらに、事例では、美術館の警備に関す
る委託業務を委任者である美術館所有者が解約しようとした事案で、本件警備委託契約は受任者で
ある警備会社が美術館を賃借しており、その賃料と警備費用を相殺する形で締結されており、この
ような場合「賃料の支払なく利用できるという利益」を「受任者の利益」として、契約の解除を認
めなかった。これら事例は、「受任者の利益」の問題というよりも委任契約が基本的法律関係の一部
であるとして論じることも可能であったとも思われる。その意味では、単なる業務委託というより
も実体としては独立性の高い賃貸借契約に近いとも考えられる。
　また、百貨店内での出店契約の解約が問題となった事例もこのような賃貸借形態に近い業務委
託と考えられるが、そこでは、売上の20% がいわゆる賃料相当として出店業者から支払われる仕組
みとなっており、賃料が売上の増減に連動している点や業者の販売区画も百貨店の判断に委ねられ、
出店業者に占有権原を付与するものではないこと等から、借家法の適用される賃貸借契約ではなく、
業務委託契約（準委任契約）であるとされ、百貨店における業者の売り上げは、委託契約に基づく
事務処理により発生する性質のものであるとして、「受任者の利益」とは認められなかった。一方、
高速道路の売店の販売委託契約に「受任者の利益」を認めた事例では、商品委任契約と販売業務
委託の準委任契約と建物賃貸借契約の混合契約とされており、事例よりも事業業者としての独立
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性が考慮されたのかもしれない。
　最後に、不動産管理業務委託では、通常、管理業務から受任者の受ける報酬は受任者の利益には
該当しないとされている。たとえば、事例ではマンション管理業務の解約ついて「受任者の利益
はないとした。なお、昭和56年判決は、「保証金を自己の事業資金として自由に利用することができ
る」点に「受任者の利益」があると判断したが、この他不動産管理委託業務において「受任者の利
益」を認めた事案としては、事例、がある。
　事例では、別荘地の所有者の一部が管理業者との委託業務契約を解除した事案で、裁判所は、
受任者には任意解除権を制限することを正当化するだけの受任者の利益であると解することは困難
であるとしながらも、相互依存関係がある場合には解除権が制約を受けるとする最高裁昭和56年 2
月 5 日判決（裁判集民事132号85頁）に触れ、再度、「受任者の利益」の存否を検討する。この最判
昭和56年の事案では、原野を開拓し別荘地として分譲した別荘地の分譲業者との間の土地管理契約
がなければ、別荘地の所有者は分譲業者の水道等の諸施設を利用することができない状況にあり、
受任者である分譲業者による解約について、「本件管理契約がなければ別荘地の取得者は事実上そ
の利用ができないし、分譲業者も管理契約を締結して管理費を捻出しなければその維持管理するこ
とができないという相互依存の関係にあるから、取得者側に管理費の相当期間にわたる不払その他
相互の信頼関係を破壊する特段の事情が生じない限り、受託者から一方的に解約することができな
い」として、解約を認めなかった。
　同様に、事例においても、「個々の本件管理委託契約は、同契約において当事者となっていない
他の区分所有者らの利益のためになされた面をもつのであって、その解除は、受任者の利益のため
になされた準委任契約に準じて」判断されるとされる。したがって、マンション等集団的管理を要
する不動産管理業務については、「受任者の利益」とは本来、別個の法理（「相互依存関係」）が汲み
込まれているといえる。
　以上、契約類型ごとに、「受任者の利益」が問題となる場合をみてきたが、昭和56年以降の判例に
おいては、「受任者の利益」の認定において明らかに変化がみられる。すなわち、これまでは「受
任者の利益」を認めてこなかった類型であっても「受任者の利益」を認める判決がみられるように
なってきている。これは、「受任者の利益」を認めても、「解除権自体を放棄したものとは解されな
い事情」を判断することで、解除可能となるわけであり、その分、「受任者の利益」の認定が緩和
されるのではなかろうかと推察される。そこで、「解除権自体を放棄したものとは解されない事情」
がどのように判断されているのか考察する。
（ 2）「解除権自体を放棄したものとは解されない事情」について
　昭和56年判決は、「受任者の利益」がある場合でも、「やむをえない事由がない場合であっても、
委任者が委任契約の解除権自体を放棄したものとは解されない事情があるときは」、委任契約を解除
することができるとして、「解除権自体を放棄したものとは解されない事情」（以下、「事情」）とい
う新たな概念を導入した。本項では、判例において、この「事情」がどのように解されてきている
のか検討する。
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　まず、昭和56年判決の差戻し審においては、「本件管理契約が本件建物賃貸借契約と一体となって
いると認めることはできず、委任者が本件管理契約の解除権を放棄したものと認めることができな
い」として、管理契約と建物賃貸借契約との一体性が判断基準として示されている。これは、先述
したように、不動産管理契約の特殊性によるものであろうが、裁判所は、この「事情」を検討する
にあたり、「具体的」状況を考慮しているようにみえる。一方、学説においては、先述したように、
客観的指標を目指し、「受任者の利益と委任者の利益とを比重」することによって、その「委任契約
の目的の軽重」で決すべきとする説があった。
　この「事情」を論じた裁判例は、事例、、、、、、である。
　たとえば、コンサルタント契約の中途解約がなされた、事例では、「解されない事情」につい
て、「放棄したと認めるためには、単に期間及び受任者の逸失利益に関する損害賠償の定めがあった
というだけでは足りず、当該期間中契約が継続しなければ委任契約の目的を果すことかできない場
合である等、委任者において特段の事情でもない限り約定の期間が満了するまで契約を係属させる
意思を有していたと認めるべき客観的・合理的理由のある場合であることが必要であると解するの
が相当である」として、期間の定めのある契約や中途解約に対する損害賠償条項の存在だけでなく、
契約継続に対する委任者の意思も重要な要素であるとする（事例をほぼ踏襲している）、同様に、
、においても、具体的な契約条項から「解されない事情」を判断している。一方、事例、
では、受任者の利益が「二次的ないし付随的な利益にすぎない」とか、「契約の報酬を得る等の利
益は第二次的な目的にすぎない」など「受任者の利益と委任者の利益とを比重」することによって
「解されない事情」を判断している。これら裁判例には、前述の学説の影響がみられるわけである
が、「解されない事情」を個々の状況から判断する裁判例とは明らかに齟齬が生じてきている。
　また、昭和56年判決では、「受任者の利益」が「ある」場合に、「事情」の有無が検討されること
になるが、「受任者の利益」が「ない」場合においても「事情」の有無が検討されており（事例、
、、）、判断の仕方がやや錯綜しているようにもみえる。特に、事例においては、契約解除
における「受任者の利益」はないとした上で、「その受任者の利益が損害賠償あるいは報酬請求など
によって賄えるものであるならば、委任者は他に委任契約の解除権自体を放棄したものとは解され
ない事情があるときには、その契約を解除することができるものと解する」として、「受任者の利
益」が損害賠償レベルで判断されることを示唆する。さらにこの事案では、「委任者の民法651条 1
項による解除権の行使により相手方（本件では受任者）に著しい不利益を生じさせるなど社会的相
当性を欠く場合には、民法 1 条（信義則、権利濫用）の規定により解除権の行使が制約されるもの
と解するのが相当である」として、さらなる解除権の制限の可能性を示している。
　また、この「事情」判断と関連して、学説においては、「解除権自体を放棄したものとは解されな
い事情」がある場合に認められるとした損害賠償請求権について651条 2 項を根拠条文とすることは
できないとする説があるが、判例においては、特にこれに言及するものはみられない。むしろ、651
条を前提としているようにもみえる。
　また、この問題とは直接関係するわけではないが、本来、「受任者の利益」とは、委任契約の解除
の可否を決定するための指標であったわけであるが、昭和56年判決が「解除権自体を放棄したもの
（49）
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とは解されない事情」の「ある」場合に損害賠償請求と関係付けたことで、「受任者の利益」が損害
賠償を判断するファクターないし前提要素になりつつある（事例、）。
　この他に、「やむを得ない事情」ついて、これを根拠に解除を認めたものとしては、事例、、
、、が挙げられる。もっとも、その理由としては、信頼関係破壊や、受任者自身の責任、委
任者との意見の対立などを挙げている。この「やむを得ない事情」という概念も民法651条にはない
概念であり、異質の要素とみなされている。学説においては、この場合651条を適用すべきではない
とする説もみられるが、「民法六五一条一項をそのまま適用すべきではなく、同条二項の法意を類推
し、原則として、受任者に著しき不誠実な言動がある等やむことをえざる事由の存する場合に限り
解除ないし更新拒絶を認めるべきである」として、651条 2 項を類推適用した事案もある（事例）。
7 ．小括
　昭和56年以降の判例における「受任者の利益」についての判決内容を検討してみると、いくつか
の特徴を指摘することができる。
　その 1 つは、従来の判例では、「受任者の利益」を認めてこなかった契約類型においても「受任者
の利益」を認定する裁判例がみられるようになってきている。その点では、従来よりもさらに「受
任者の利益」を広く解する傾向にあるといえる。したがって、これまでもいくつかの判決について
は指摘されてきたところであるが、報酬であっても「受任者の利益」として認める判決がこれまで
以上に散見されるようになってきている。この点と関係して、「受任者の利益」は契約の解除ではな
く、損害賠償を根拠づけるものとして言及され、委任者と受任者との利益調整として機能してきて
いる。
　起草段階から判例・学説の変遷を辿ってきたが、「受任者の利益」には実は純粋というか固有の
「受任者の利益」なるものが認識されていた。その範囲が徐々に拡大され、その固有の境界というも
のがぼやけてきているのではなかろうか。
　平田健治教授が、「むしろ解除しえない要件としての「受任者の利益」を狭く解せば済むこと」で
あると指摘されるように、「学説が、受任者の利益がある場合に、解除特約の推定を認め、その際、
解除しても効果がない場合と、解除の効果は生ずるが損害賠償が課される場合の 2 つがあると理解
してきた点にも遠因がある。黙示の合意・特約を解釈により容易に認めるないしは愛好する土壌で
は、法秩序の観点からみて有効な不解除特約がある場合と契約の性質上解除が排除されるべき場合
は連続したものとなるからである」とされるように、連続体（スペクトラム）ととらえることによっ
て、その境界を画することが逆に難しい状態になっているのではなかろうか。そこで、次章では、
英米法、特にアメリカ法を中心としながら、固有な「受任者の利益」（あるいは来栖教授が「特殊な
委任」とされる）の範囲について検討するものとする。
（50）
（51）
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（ 1 ） 民法（債権法）改正検討委員会『詳解、債権法改正の基本方針Ⅴ』（商事法務、2010年）122頁以
下、及び同「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」155～156頁（平成23年 5 月）参
照。
（ 2 ） なお、本稿では、末尾に掲載する裁判例一覧の判例番号を用いて表記する。また、これら裁判例
一覧は、TKC ならびに LLI 総合型法律システム（「判例秘書」）を用いて「受任者の利益」をキー
ワードとして収集を行った。
（ 3 ） 樋口範雄『アメリカ代理法』（弘文堂、2010年）212頁以下参照。
（ 4 ） 21 U.S. 174, 5  L. Ed. 589, 1823 WL 2487（1823）．
（ 5 ） 明石三郎「批判」民商85巻 4 号663頁（1982年）、来栖三郎『契約法』（有斐閣、1991年）549頁以
下などでも紹介されている。
（ 6 ） 広中俊雄「委任契約の解除」『広中俊雄著作集 2 』（創文社、1992年）198頁以下、大島俊之「《解
除できない委任》とは、どういうものか」椿寿夫編『講座　現代契約と現代債権の展望 5 　契約の
一般的課題』257頁以下（日本評論社、1990年）、岡孝「民法651条」『民法典の百年Ⅲ』440頁以下
参照（有斐閣、1998年）、丸山絵美子「契約における信頼要素と契約解消の自由（ 1 ）」専修法学論
集82号73頁以下（2001年）参照。
（ 7 ） 磯部四郎『民法〔明治23年〕釈義財産取得編（中）（第 6 章～第12章）』（信山社、1997年）822～
823頁参照。
（ 8 ） 岡・前掲注（ 6 ）442頁参照。
（ 9 ） 法典調査会『民法議事速記録　第103回議事速記（近代立法資料叢書 4 ）』（商事法務研究会、1984
年）663頁参照。
（10） 岡・前掲注（ 6 ）442頁参照。
（11） 法典調査会・前掲注（ 9 ）666～667頁参照。
（12） 法典調査会・前掲注（ 9 ）668～669頁参照。
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していたとも解される（末弘嚴太郎『債権各論第 3 分冊債権編』774～775頁（有斐閣、1918年））。
（16） 大島俊之「性質上解約できない委任」大阪府立大学経済研究27巻 1 号160頁以下参照（1982年）。
（17） 淺生重機「批判」最高裁判所判例解説昭和56年度民事篇16頁（1984年）
（18） 本件に関する評釈として、淺生重機「批判」ジュリスト741号90頁（1981年）、星野英一・前掲注
（15）、藪重夫「批判」批評272号177頁（1981年）、大塚直「批判」法協99巻12号1909頁（1982年）、
椿寿夫「批判」判例タイムズ472号92頁（1982年）、明石三郎「批判」ジュリスト昭和56年度重判解
説79頁（1982年）、大島俊之「批判」大阪府立大学経済研究28巻 1 ・ 2 号21頁（1983年）、渡辺博之
「委任解約権と『受任者の利益』」国学院法政論叢 4 号25頁（1983年）、柳勝司「委任者による委任
契約の解除」名城法学44巻 3 号15頁（1995年）、磯本典章「委任における信頼関係法理と継続的関
係法理」学習院大学大学院法学研究科法学論集 3 号167頁（1995年）、平田健治「批判」民法判例百
選Ⅱ債権（第 6 版）136頁（2009年）、戦東昇「委任契約の任意解除権に関する研究――中国最高人
民法院パンチ事件判決を契機に」九大法学102号（2010年）212頁がある｡ 差戻審の評釈につき、半
田吉信「批判」法律時報59巻 2 号（1987年）96頁がある｡
（19） 藪・前掲注（18）177頁参照。
（20） 椿寿夫「批判」判タ472号（1982年）94頁。淺生判事は、その理由として、「委任が当事者双方の
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対人的信用関係を基礎とする契約である」からと説明される（淺生・前掲注（17）16頁）。やむを
得ない事由の具体例として大塚教授は「相手方の過失その他、一定程度以上の義務違反」と「不可
抗力」を挙げる（大塚・前掲注（18）1923頁）。
（21） 岡・前掲注（ 6 ）457頁参照。また、同教授は、昭和56年判決のいう「651条に則り」とは、同条
文に基づくのかどうかはっきりしないとされ、本判決のいう損害賠償は651条 2 項に基づくのでは
なく、おそらく641条と同趣旨のもととされる（460頁）。なお、この信頼関係が問題となる場合に
ついては、中田裕康教授は、別の基準の存在を指摘されている（中田『継続的取引の研究』336頁
～337頁（2000年、有斐閣）。
（22） 明石・前掲注（ 5 ）666頁参照。
（23） 大塚・前掲注（18）1919頁参照。
（24） 淺生・前掲注（17）17頁参照。
（25） もっとも、本件、差戻審では、本件管理契約と建物賃貸借契約との一体性を判断基準としている
ように、個々の具体的状況から「事情」を判断しようとしている。
（26） 我妻栄『債権各論中巻 2 』（岩波書店、1962年）691～694頁参照。
（27） 大塚教授は、「受任者の利益」がある場合の解除権放棄の推定については、「存在しない特約を推
定する点で著しい擬制を行うことにな」るとして、契約の性質上、解除できないとすべきとされる
（大塚・前掲注（18）1920頁）。
（28） なお、鈴木禄弥教授は、委任を無償と有償とに分け、651条が適用されるのは、無償委任の場合
であり、「受任者の利益」がある場合には、651条は適用されないとの構成をとる。また、651条 2
項の適用は有償委任のみとされる（鈴木『債権法講義』（創文社、1987年）458～459頁）。
（29） 末川博「委任の解除」民商 4 巻 3 号638頁～639頁（1936年）参照。
（30） 大島俊之教授も同様に、この場合の「利益」とは委任契約それ自体に基づくものではなく、基本
的法律関係に基づくものであるとされる。「委任契約の当事者間、または当事者および第三者間に、
なんらかの基本的法律関係が存在し、委任契約が、その基本的法律関係の一部またはその手段とし
て存在する場合においては、当該委任契約は基本的法律関係と運命を共にすべきであって……委任
契約のみを委任契約当事者の一方の意思のみによって解約することはできない」とされる（大島・
前掲注（18）277頁参照）。
（31） たとえば、「およそ有償委任には民法651条の適用がないということになるのであろうか。有償委
任に同条の適用が否定されるからといってその解除が全く認められないことになるわけではもちろ
んないが、そうだとするとその解除の準則は何か」というように、651条以外の条文による解除事
由を模索される。その結果、「受任者の利益をも目的とする」委任には民法651条の適用がないとい
う結論が導き出されることになる（広中俊雄「委任契約の解除」民商法48巻 1 号45～46頁参照）。
（32） 広中俊雄『債権各論講義』（有斐閣、1989年）262～263頁参照。
（33） 広中説においては、「受任者の利益をも目的とする」委任には民法651条の適用がないという法命
題が導き出されることになる。同じように、651条の枠内で処理する判例も、有償委任契約におけ
る委任者の解除を正当化するために、「やむをえない事由」、さらに「解除権を放棄したものとは解
されない事情」といった法理を展開せざるを得ないといえる。
（34） 来栖・前掲注（ 5 ）549頁～554頁参照。
（35） 来栖教授が特殊な委任の例とされているのは、大判大 4 年 5 月12日判決であって、大正 9 年判決
ではない。大正 9 年判決について、来栖教授は特殊の委任とは見ることはできないとされ、「普通
の委任だが、相当期間は解除できない、解除すれば解除は有効だが、損害賠償を支払わなければな
らない、損害賠償としては、成功の見込みがあったのなら約定の報酬を支払うべく、成功の見込み
がなかったとしても、相当期間債務の弁済を猶予する義務はそのままと解すべきであろう」として
判例の「受任者の利益」の捉え方を問題視され、その上で、「普通委任」として「判例」の捉える
37
〔Vol. 18 2013〕CHUKYO LAWYER
「受任者の利益」を位置づけられている（来栖・前掲注（ 5 ）553頁）。
（36） 大塚・前掲注（18）1917頁参照。
（37） 大塚・前掲注（18）1918～1919頁参照。
（38） 淺生・前掲注（17）19頁注（ 5 ）参照。
（39） 淺生・前掲注（17） 8 ～ 9 頁参照。
（40） 淺生・前掲注（17）16～17頁参照。
（41） 淺生・前掲注（17）20頁（注 8 ）参照。これが、来栖教授のいうところの「特殊な委任」におけ
る「受任者の利益」であり、本来の「受任者の利益」概念といえようか。淺生判事によれば、「借
金に困った債務者が債権者に対して資産負債の処理や債務会社の経営を委任した場合などが解除
権自体の放棄が認められるとする（淺生・前掲注（17）19頁）。
（42） 明石・前掲注（ 5 ）663頁参照。
（43） この点では、淺生判事の「①委任事務の遂行によって生じる利益」と対比すると興味深い。淺生
判事は、「受任者の利益」を委任事務の遂行によってはじめて得られる利益である点に特徴がある
とされ、これに対し、受任者の受ける報酬は、委任事務遂行の対価であって委任事務遂行によって
得られる利益ではないとされている。一方、明石教授においては、「受任者の利益」とは、「債権の
確保ないし担保関係の如き密接な関係がある」「委任事務処理と直接関係のある利益」であり、委
任事務処理に基づく処理の結果として得られるものは、解除によって当然に失われるものであるか
ら、「受任者の利益」とはいえないとされる（明石三郎『新版注釈民法（16）』幾代通＝広中俊雄編
（有斐閣、1999年）285頁）。
（44） 明石・前掲注（ 5 ）662頁参照。
（45） この他、「受任者の利益」について「経済的利益」という用語を用いる裁判例もみられる。たと
えば、事例では、「代表役員としての報酬が支払われていることから、代表役員との委任又は準
委任関係は、代表役員の利益のためにもあるといえるものの、代表役員としての利益は経済的なも
のにとどまっており、これがやむを得ない事情がないのに解任されたことにより侵害された場合に
は、解任権を濫用したため解任の効果そのものが否定されるほかは、損害賠償によって填補すれば
足りるといえる」として、受任者に「経済的利益」がある場合でも契約解除が可能であるとしてい
るが、一方、事例では、経済的利益を単なる手数料の控除や報酬の特約以上に、「例えば、受託
者の委託者に対する債務の弁済等」であると位置づけている。したがって、事例では、経済的利
益がある場合には、契約解除が認められないのに対して、事例では経済的利益があるとしても解
除は認められることになる。このような混乱は、「受任者の利益」について定義が確定してないこ
とに起因するものといえる。
（46） なお、半田教授は651条による解除が問題となった契約類型を整理され、弁護士選任契約、電信送
金委託契約、建物管理契約、販売委託契約、税理士顧問契約、商品先物取引受託契約、経営委託契
約、営業委託契約、不動産仲介契約等いずれの事例についても一方的な解約を有効とするとされる
（半田吉信「委任者の解除権」法律時報59巻 2 号97頁（1987年）参照）。また、651条の解除事案を
網羅して検討されているものとして、丸山絵美子「契約における信頼要素と契約解消の自由（ 6 ）」
専修法学論集95号（2005）75頁以下参照。
（47） 税理士顧問契約に関する評釈として、山川一陽「批判」ジュリスト923号84頁（1988年）、中舎寛
樹「批判」法律時報61巻 2 号121頁（1989年）、山本豊「批判」判タ682号48頁（1989年）、榮春彦
「批判」判タ706号86頁86頁（1989年）などがある。なお、団体役員や宗教団体の代表の解任につい
ても問題となるが、「受任者の利益」というよりも様々な法理が展開されており、本稿の対象外と
した。
（48） これは、広中教授が明らかにされたように、解除の問題というよりも、むしろ解除による損害賠
償の問題として扱われてきている。
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（49） 大塚教授は、同判決が受任者の損賠賠償請求権については651条 2 項を根拠条文とすることには消
極ではないかとされる。その理由として、 2 項の損害は解除の時期の不利なことによる損害であっ
て、解除自体から生ずる損害を含まないとされ、641条と同様に損失補償的なものとされる（大塚・
前掲注（18）1922頁）。これに対して、丸山教授は「解除権自体を放棄したものとは解されない事
情がある場合に認められるとした損害賠償が、民法651条 2 項による損害とは異なるものであると
立場にたつと、いかなる根拠及び算定基準によってかかる損害賠償が認められるのか説明が必要と
なる」とされる（丸山・前掲注（46）104頁参照）。
（50） 平田健治「委任の終了」鎌田薫＝加藤新太郎＝須藤典明編著『民事法Ⅲ　債権各論』（日本評論
社、2005年）201～202頁参照。
（51） 平野裕之教授も依然として解除できない領域があることを指摘されている（平野『民法総合 5 　
契約法』（信山社、2008年）643頁）。
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1大審院判明治36年 1 月23日民録 9 輯53頁
【事実の概要】　債務者が債務弁済のために恩給証書を債権者に預けたところ、その後、返還を求め
たが、債権者が拒んだため、本訴を提起した。
【判旨】　民法上委任ノ規定ハ公ノ秩序ニ関スルモノト認ムヘカラサルヲ以テ委任契約ニ付テハ民法
ノ規定ニ異ナリタル特約ヲ為スコトヲ得ルモ或期間内委任ヲ解除セスト云フカ如キ約定ハ委任者ニ
於テ解除ノ意思表示ヲ為シタル以上受任者ヨリ其特約ヲ強要スルコトヲ得ス
2大審院大正 4 年 5 月12日民録21輯687頁
【事実の概要】　Ｙに債務を負担している X が弁済方法として自己の有する金鶏勲章年金証書をＹに
預けて年金受け取り方を委任し、そのさい、債務の弁済終了まで委任契約は解除しない特約を結ん
だ。その後、X は年金証書の返還を求めた。
　原審は、「委任契約ハ之ヲ解除セサル趣旨ナルコトヲ推定シ得ヘシト雖モ之ニヨリ本件当事者ヲ強
制シ得ヘキモノニアラサレハ」と解除を認めたことに対して、Ｙが本件「契約カ有効ナルヤ否ヤヲ
判定セスシテ」判決したことを不当だとして上告した。
【判旨】　①解除権放棄の特約について、「委任ハ受任者カ委任者ノ為メニ其事務ヲ処理スルヲ以テ目
的トスル所ノ契約ニシテ委任事務ノ処理ニ付利害関ヲ有スルモノハ委任者ニシテ受任者ニアラス従
テ委任者ハ何時ニテモ受任者ヲ解任スルコトヲ得ルハ勿論、受任者ハ委任者ヲシテ解除権ヲ抛棄セ
シムルコトニ依リテ解任ヲ免カレ委任者ノ意思ニ反シテ委任事務ノ処理ヲ継続スルコトヲ得ス」と
して、原則、解除権の放棄によって委任者の解除権の行使は妨げられないとの立場を示している。
　②しかし、その特約が有効と解される場合があるとして、「受任者カ委任者ノ為メノミニ其事務ヲ
処理スルニアラスシテ受任者モ亦事務ノ処理ニ付キ正当ナル利害関係ヲ有スル場合ニ於テハ受任者
カ委任者ヲシテ解除権ヲ抛棄セシメ因テ以テ其事務ヲ処理シ之ヲ終了スルコトハ其利益ヲ保護スル
カ為メニ必要ナルヲ以テ此場合ニ於ケル委任者解除権ノ抛棄ハ有効ニシテ委任者ハ謂レナクシテ受
任者ヲ解任スルコトヲ得サルニ依リ其解任ハ法律上何等ノ効力ヲ生セサルモノトス」として、受任
者が「委任事務ノ処理ニ付キ利害関係ヲ有スル場合」については解除権放棄の特約は有効であると
する。
　③しかし、このような「委任事務ノ処理ニ付キ利害関係ヲ有スル」場合であっても、その「解除
権ノ抛棄カ不当ニ委任者ノ権利ヲ制限シ受任者ヲシテ法律上享有シ得ヘカラサル利益ヲ獲得セシム
ルヲ以テ目的トスルトキハ其抛棄ハ委任者ヲ覊束セサルヲ以テ委任者ノ解除権ハ是レカ為メ毫モ妨
ケラルルコトナシ」として、解除権放棄の特約の効力が否定される場合があることを挙げる。
　④たとえば、「債権者カ其債権ノ弁済ヲ確保スルカ為メ債務者ヲシテ第三債務者ニ対スル普通債
権ノ取立ヲ委任セシムルト同時ニ委任者ヲシテ解除権ヲ抛棄セシムルハ固ヨリ正当ニシテ其抛棄カ
有効ナルハ論ヲ俟タス」として、債権確保のため、債権者が債務者に対して、債権者を委任者とし
て第三債務者に対する債権の取立てを委任する場合の委任者による解除権の放棄は有効であるとす
「受任者の利益」に関する裁判例
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る。
　しかし、本件においては、「取立委任ノ目的タル債権カ養料ノ債権恩給金扶助料ノ債権ノ如キ債務
者ニ専属シ他人ノ権利ノ目的タリ得ヘカラサルモノナルトキハ債権者カ債務者ヲシテ解除権ヲ抛棄
セシムルニ因リテ之カ取立ヲ為スハ公ノ秩序ニ反スルヲ以テ解除権ノ抛棄ハ法律上無効」であると
した。
3大審院大正 6 年 1 月20日民録23輯68頁
【事実の概要】　乙は甲より米穀 2 万袋を購入する契約をし、その代金として丙銀行より14万円を借
り受けることとし、その担保として同米袋を差し入れた。残金として 1 万 2 千円が残っていること
から、米穀 1 袋 7 円 6 銭につき 7 円を丙が自己の債権の弁済に充て、60銭を売主である甲が取得す
る、取立委任契約が成立したが、その後、丙が同契約を解除した。
【判旨】　委任カ委任者ト第三者及ヒ受任者トノ間ノ他ノ契約ニ基因シ其契約ニ因リ委任者ノ享クル
利益ト結合シ其契約ヲ遂行スルノ結果受任者カ委任者ノ利益ノ為メ委任事務ヲ処理スヘキ場合ニ於
テハ其契約ノ変更セラレサル限リ受任者ノ意思ノミヲ以テ委任ヲ解除スルコトヲ得サルモノトス
4大審院大正 9 年 4 月24日民録26輯562頁
【事実の概要】　債権者が債務者に対して他の債務者の債権の取立てを委任し、その際に弁済期の一
定期間の猶予と取立の一割を報酬として債権に充当すると約していたところ、債権者が中途で本委
任契約を解約した。
【判旨】　委任ハ当事者双方ノ対人的信用関係ヲ基礎トスル契約ナルヲ以テ自己ノ信任セサル者ヲシ
テ其事務ヲ処理セシムルコト能ハサルト同時ニ自己ノ信任セサル人ノ事務ヲ処理スルハ受任者ノ人
情トシテ堪ヘ難キ所ナリトス是民法第六百五十一条第一項ニ於テ「委任ハ各当事者ニ於テ何時ニテ
モ之ヲ解除スルコトヲ得」ト規定シタル所以ナリ従テ同条ハ受任者カ委任者ノ利益ノ為メニノミ事
務ヲ処理スル場合ニ適用アルモノニシテ其事務ノ処理カ委任者ノ為メノミナラス受任者ノ利益ヲモ
目的トスルトキハ委任者ハ同条ニヨリ委任ヲ解除スルコトヲ得サルモノト解スルヲ相当トス」
5大審院昭和 7 年 3 月25日民集11巻464頁
【事実の概要】　X は、自己の債務の弁済のために債権者であるＹに夫Ａの恩給の受領を委任し、弁
済に充当してきた。その後、Ａが死亡し、X が扶助料を受け取ることになったが、この扶助料につ
いてもＹに受領を委任するとともに、Ａの保険金についてもＹに交付したが、Ｙがなおも残債務が
あると主張したため、X は扶助料受領に関する委任契約を解除するとともに、扶助料証書の返還を
求めた。
【判旨】　扶助料受領ニ関スル委任契約が「貸金債権ノ弁済ニ充当スル為ニ為サレタル場合」、委任者
のみならず「受任者ノ利益ヲモ目的トスルモノナリ」とした上で、「恩給受領ニ関スル委任契約ハ其
ノ受領金員ヲ以テ受任者ニ対スル債務ノ弁済ニ充当スルコトヲ特約シタルトキト雖委任者ニ於テ何
時ニテモ之ヲ解除スルコトヲ得ルモノトス」と判示した。
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6大審院昭和14年 4 月12日民集18巻 6 号397頁
【事実の概要】　学校経営者Ｙが校長 X に、その職を依頼するに際して、職務上校長たる品位を失墜
する不都合なる行為を為すか又は病気のためその職に堪えざるに至るまではその地位の確保を保証
する旨の協定を行っていた。しかし、その後、入学者の減少や学生との争議などのため、校長が解
雇され、この解除権放棄の特約の効力が争われた。
【判旨】　裁判所は、本件委託契約は準委任契約であり、無名契約であるとする X の主張を排斥した
上で、「校長タル品位ヲ失墜スル行為等」がないとしても、「ヤムコトヲ得サル事由ニ依ル解除ヲ認
メタルモノナルヲ以テ原判決ハ結局相当」とした。
7神戸地判昭和30年 2 月22日ジュリ152号92頁
【事実の概要】　Ｙ1、Ｙ2はそれぞれ不動産仲介業者 X に不動産の売買斡旋を依頼していたが、X か
らの紹介後、Ｙ1とＹ2が直接交渉をし、X との委任契約を解除したため、X が報酬を請求した。
【判旨】　「委任契約は個人的な信頼関係を基礎とし、特段の事情のない限り、各当事者は、何時で
も理由を示すことなく、その解約の告知がなし得るのであるから、その委任事務の処理につき、受
任者だけが主として利益を有し、委任者の解約権が排除されるような事情の認められない本件に於
て、解除は固より有効である」とし、解除は有効と判断したが、「労力や費用を掛けて、売買成立の
要点とも云うベき相手方の選定取次をなし、以て端緒を作り上げながら敢て結末に於て回避された
取引業者の立場を斯酌する時、取引上の信義則に照し」て、X の報酬請求権を認めた。
8東京地判昭和30年 8 月25日ジュリ95号61頁
【判旨】　土地並びに建物を代物弁済としていた場合に、債務者が債権者（受任者）に対して登記手
続のため、白紙委任状を債権者（受任者）に交付した場合、民法第651条第 1 項の適用はなく委任者
は本条により委任を解除することはできないものと解すべきである。
9東京高判昭和31年 9 月12日東高民 7 巻 9 号194頁
【事実の概要】　Ｙは、本件不動産をその所有者たる X の代理人Ａから買受けその所有権を取得し、
適法に登記を経たが、X は、Ｙが右不動産を買受けたことを争い、仮に X がＡに代理権を与えて本
件不動産の処分を委任したとしても、ＡがＹに右物件を売渡す以前において右委任を解除し、Ａの
代理権は消滅したと主張した。
【判旨】　X はかねてＡに数十万円の借受金債務を負担していたので、右債務を弁済する手段として、
譲渡委任状と題する書面をＡに差入れて、Ａが代理人として本件不動産を他人に売却し、その所有
権移転登記申請手続その他一切の行為をする権限を与え、これと同時に右売却代金をＡに対し負担
する右債務の弁済にあてる旨の弁済の予約をしたことを認めることができる。このように右委任契
約は債務弁済の手段として弁済の予約と不可分一体のものとして一箇の契約をもってなされたもの
であって、X の利益のためばかりでなく、Ｙの利益のためにもなされたものであるからこの内容と
性質とにかんがみ、X は債権者たるＡの同意なくしては一方的に契約を解除しえないものと解すべ
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きものである。
大阪高判昭和36年11月30日判時306号12頁
【事実の概要】　X はＹとの間に妾関係を結んでいたところ、本件建物で X の監督のもとＹに旅館営
業を経営させてその事務全般を任せ、その収益は X の所得とし、これより経費を差し引いたその利
益の一部をＹの生活費にあてることを許容し、残余の利益金を受け取っていた。その後、両者の関
係は悪化し、Ｙが旅館営業の収支報告をしないなど、X の意思に反して事実上これを自己の所得と
して本件建物で旅館営業を継続した。これに対して、X は、本件委任契約を解除する意思表示をし、
本件建物の明渡を求めた。
【判旨】　裁判所は、X とＹとの間の法律関係は、X がＹに本件建物を無償で使用占有させて、諸種
の法律行為及び事実行為を包含する旅館営業行為をすることをＹに委託したことに基づく、X とＹ
との双方の利益を目的とする一種の委任関係とＹの本件建物の使用貸借関係との結合した特種の法
律関係にあたるものと解するのが相当である。したがって、Ｙの本件建物を占有すべき権原は、双
方の利益を目的とする一種の委任関係とこれを目的とする本件建物の使用貸借関係との結合した特
殊の法律関係であるというべきであると認定した。
　さらに、「委任契約は、一般に委任者の利益を目的としてなされるものであって、その限りでは
当事者の一方はいっでも任意に委任契約を解約することができるものであるけれども、もっぱら受
任者の利益を目的とするもの、あるいは委任者受任者双方の利益を目的とする委任契約は、当事者
の一方が任意にこれを解約することはできないと解すべきである。したがって、X とＹとの間の前
示契約については民法第651条の規定は準用されず、X はこれを任意に解約することはできないと
いわねばならない」としたが、「Ｙは旅館営業の収支報告をせず、かつその利益を独占しているので
あって、X とＹとの間の前示契約に基づく信頼関係は、Ｙの右契約上の義務違反すなわち不信行為
によって裏切られ、右契約上の法律関係の継続は著しく困難にされたものというべきであるから、
X は催告をしないでこれを解約することができるものというべきである」とした。
最判昭和40年12月17日最集民81号561頁
【事実の概要】　債権者である X 社の代表者 E が債務者であるＹ社の資産及び負債の処理について委
託を受け、同委任事務を処理するため、名義上はＹ社の代表者である D の建物について所有権の移
転登記がなされた。しかし、X 及び E が負債弁済の事務を積極的に処理せず、長期間にわたり、収
支面においてＹ社に対しなんら寄与するところなく、負債の処理はその実があがらず、依然として
多額の負債が残っていることから、委任契約が解除されるとともに、名義変更がなされた建物につ
いて所有権移転登記抹消請求がなされた。
【判旨】　本件委任契約のごとく単に委任者の利益のみならず受任者の利益のためにも委任がなされ
た場合であっても、委任が当事者双方の対人的信用関係を基礎とする契約であることに徴すれば、
受任者が著しく不誠実な行動に出た等やむをえない事由がある場合には、委任者において委任を解
除することができるものと解するのを相当とする。
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東京地判昭和41年10月21日判時470号22頁
【事実の概要】　財団法人Ｙが所属棋士 X を除名したことに対して、X が所属棋士たる地位の保全を
求めた。
【判旨】　財団法人による所属棋士の除名について、財団法人と所属棋士の法律関係は所属棋士の利
益をはかることをも目的とした有償の準委任契約であることから、委任者が一方的に解除するため
には信頼関係が破壊されたと認められるに足る特別の事由が存在することを要すべきところ、Ｙ所
属棋士たる法律関係を継続し難くする程度の信頼関係の破壊をもたらしていると認めるに足る事情
がない場合は、除名は無効であるとするのが相当である。
最判昭和43年 9 月 3 日最集民92号169頁
【判旨】　Ｙが X に対してＹ所有の物件の買手を探しその売買契約の成立、代金納入を媒介するよう
委託した仲介契約について、「報酬を支払う約定があっても、受任者の利益を目的とする委任契約と
はいえないから、依頼者は、民法第651条第 1 項に基づき右契約を解除することができる」とした。
最判昭和43年 9 月20日判時536号51頁
【事実の概要】　Ａ社に対する債権者らが、Ａの事業を継続せしめてその再建をはかることにより自
らの債権の満足をえようとして、債権者の 1 人であるＢがその経営一切の委任を受け、右委任に基
づいて、ＢはＡの不動産を他の債権者およびＡの承諾もなく所有名義をＢに移転したため、他の債
権者の足並みが乱れ、右事実に端を発し、他の債権者も我勝ちにＡの動産類を持ち出し、遂にＡは
不渡を出すに至ったため、委任契約の解除を求めた。
【判旨】　本件委任事務の処理は、委任者の利益であると同時に受任者の利益でもある場合にあたる
ものというべきである。そして、委任が当事者双方の対人的信用関係を基礎とする契約であること
に徴すれば、右のような場合において、受任者が著しく不誠実な行動に出た等やむをえない事由が
あるときは、委任者は民法651条に則り委任契約を解除することができるものと解するのを相当とす
る。
　
大阪地判昭和47年 9 月22日判タ288号332頁
【事実の概要】　X は製材業者であり、Ａは X ら製材業者等から販売委任を受けて集荷した木材につ
き販売する取次業者である。Ｙは木材市場における市売業者であり、ＡはＹの木材市場の売方取引
員で、ＡとＹとの間では、Ａが製材業者等から販売委任を受けて集荷した木材を、Ｙに対して更に
Ｙの木材市における販売を委託し、Ｙはこれを市日に販売して手数料を取得し、売却代金を所定の
期日にＡに対して交付する旨の木材市場売方取引契約と称する販売委託基本契約を締結していた。
X は、その後、Ａに対して木材販売委託契約を解除する旨の意思表示をなした。これに対して、Ｙ
は、すでにＡとＹとの間では、木材販売の再委託契約が締結されており、たとえ X とＡとの間の委
託契約が解除されても、右再委託契約が有効に存続する限り、Ｙは再委託契約に基づく占有権原を
以て直接 X に対抗できるものといわねばならないと主張した。
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【判旨】　一般に委任事務の処理が委任者のみならず受任者の利益でもある場合には、特別の事情が
ない限り、委任者は民法651条により一方的に委任契約を解除することができないと解されるのであ
るけれども、単に委任者が受任者に対し手数料（報酬）を支払うことを約しただけでは、いまだ受
任者の利益を目的とした委任契約であるとはいえず、その委任事務の処理が受任者の利益でもある
とは認められないから、Ｙの主張自体失当である。そうすると、X とＡ間の本件木材販売委託契約
は、適法に解除されたものといわねばならない。
最判昭和53年 7 月10日民集32巻 5 号868頁
【事実の概要】　X らは売主であるＡ社が保有する土地をそれぞれ買い受け、X 及びＡは司法書士で
あるＹに所有権移転登記の仮登記手続を嘱託し、委任状など移転登記に必要な書類を交付した。そ
の後、ＹはＡから移転登記関係の書類の返還を求められ、X らの同意を得ることなく、Ａに返還し
た。その後、直ぐにＡ社は倒産し、本件土地は他に売却され X らは所有権を取得することができな
かったとして、Ｙに対して委任上の債務不履行を理由に損害賠償を求めた。
【判旨】　裁判所は「売主である登記義務者と司法書士との間の登記手続の委託に関する委任契約と
買主である登記権利者と司法書士との間の登記手続の委託に関する委任契約とは、売買契約に起因
し、相互に関連づけられ、前者は、登記権利者の利益をも目的としているというべきであり、司法
書士が受任に際し、登記義務者から交付を受けた登記手続に必要な書類は、同時に登記権利者のた
めにも保管すべきものというべきである。したがつて、このような場合には、登記義務者と司法書
士との間の委任契約は、契約の性質上、民法651条 1 項の規定にもかかわらず、登記権利者の同意等
特段の事情のない限り、解除することができないものと解するのが相当である」としてＹの損害賠
償を認めた。
大阪地判昭和55年11月28日判タ440号133頁
【事実の概要】　不動産の仲介業を行う商人である X は、Ｙとの間でＹ所有の建物を売却する委任契
約を締結した。その契約には、委任期間中においては X に対し専属的に仲介を委託するもので、約
定期間中に X の努力と無関係な買受希望者が出現した場合でも、その者との取引に X を仲介者と
して関与させる旨の約定がなされていた。Ｙは、この契約期間中に、X を介することなく、本件建
物をＡに売却するとともに、X に仲介契約を解除する旨の通知を行った。これに対して、X は、①
本件仲介契約が期限の定めのある委任契約であること、また、②本件仲介契約による事務処理が X
の利益となる場合であるから、やむをえない事由でもない限り、契約は解除することができないと
主張した。
【判旨】　裁判所は、まず、①の点については、「仲介契約は準委任と解するのが相当であって、民法
651条の規定により各当事者は何時でも自由に同契約を解除しうるのである。そして、この点は本件
の如く期限の定める委任状付仲介契約にも妥当するというべきである。蓋し、まず期限の定めの趣
旨は、仲介の目的達成を希望する時間的限界として、X に対し制約の機能を果すにとどまるもので
あって、Ｙの解除自由に消長を及ぼすものでないと解するのが相当であり、また有償の点も同断で
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あって、他に委任状付仲介契約を異別に扱うべき事由は見出し難い」として、期限の定めのある委
任契約でも解除は可能であるとした。
　②について、「委任者による契約の解除を制約する受任者の利益とは、債権担保のための取立委任
のように委任事務の処理と直接結合した利益をいうのであって、委任事務処理の結果として取得す
る報酬は、これに含まれるものではないところ、X が本件仲介契約につき委任事務の処理と直接結
合した利益を有すると解すべき事由は認め難い」と判断した。
最判昭和56年 1 月19日民集35巻 1 号 1 頁
【事実の概要】　Ａは、その所有の共同住宅である本件建物を、一括して訴外Ｂに賃貸し、建築及び
不動産の管理を業とするＹとの間で、本件建物の管理契約を締結した。本件管理契約において、Ｙ
は、賃借人からの賃料の徴収、本件建物の公租公課の支払、修理等本件建物の賃貸に関する事務の
一切を任されたほか、賃借人がＡに差入れる保証金880万円の保管を委ねられた。そして、Ｙは、右
の管理を無償で行うほか、保証金を保管する間、月 1 分の利息をＡに支払う旨約したが、その代わ
りにＡは、Ｙが右の保証金を自己の事業資金として常時自由に利用することを許した。その後、約
11年間、Ｙは右の保証金を自己の事業資金として利用していたところ、Ａは、Ｙに対し、本件管理
契約の解除の意思表示をし、その後保証金返還債権を譲り受けたＸが保証金の返還を請求した。
　一審、控訴審とも「本件管理契約はＡとＢ会社間の本件建物賃貸借契約を前提とするものであっ
て、これが当事者双方の利益を目的とすることからみて、建物賃貸借契約が継続する間は、当事者
間に右管理契約における信頼関係を破壊する等もはやこれを継続することが困難であると認められ
るような特段の事情がある場合に限り、当事者の一方において任意にこれを解約することができる
ものと解すべきである」として X による管理契約の解除を認めなかった。これに対して X が上告し
た。
【判旨】　「本件管理契約は、委任契約の範ちゆうに属するものと解すべきところ、本件管理契約の如
く単に委任者の利益のみならず受任者の利益のためにも委任がなされた場合であっても、委任契約
が当事者間の信頼関係を基礎とする契約であることに徴すれば、受任者が著しく不誠実な行動に出
る等やむをえない事由があるときは、委任者において委任契約を解除することができるものと解す
べきことはもちろんであるが、さらに、かかるやむをえない事由がない場合であっても、委任者が
委任契約の解除権自体を放棄したものとは解されない事情があるときは、該委任契約が受任者の利
益のためにもなされていることを理由として、委任者の意思に反して事務処理を継続させることは、
委任者の利益を阻害し委任契約の本旨に反することになるから、委任者は、民法651条に則り委任契
約を解除することができ、ただ、受任者がこれによって不利益を受けるときは、委任者から損害の
賠償を受けることによって、その不利益を填補されれば足りるものと解するのが相当である」とし
て X による解除を認めた。
　なお、「受任者であるＹの利益のためにも委任がなされた以上、委任者である X はやむをえない
事由があるのでない限り、本件管理契約を解除できないと解し、X が解除権自体を放棄したものと
は解されない事情があるか否かを認定しないで、同人のした本件管理契約の解除の効力を否定した
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のは、委任の解除に関する法令の解釈適用を誤」ったとして、原審に差し戻した。
　なお、差戻し審においては、X が解除権を放棄したか否かについて、「本件管理契約が X とＢと
の間の本件建物賃貸借契約と一体となっていると認めることはできず、Ａが本件管理契約の解除権
を放棄したものと認めることができない」として、X による解除を有効とした。
最判昭和58年 9 月20日最集民139号549頁
【事実の概要】　税理士である X が昭和46年11月からＹ会社の顧問税理士をしていたが、昭和47年 8
月11日の税務調査の終了時に、Ｙから同年 8 月末日をもって本件顧問契約を解除する旨の通告を受
けたため、解除の無効を前提とした地位確認と予備的に損害賠償を求めた。
　原審では、「税理士業務等の委任及び経営コンサルタント業務を内容とする顧問契約は、その性格
上、長期間にわたり継続することがその事務の的確な処理に資するものであって、右顧問契約の当
事者はその関係が一時的のものではなく、相当の期間継続することを前提にして契約を締結するの
が通常であると解される。また、右契約は通常顧問料の授受を伴うものであり、右継続的、定期的
顧問料収入は、当該税理士事務所経営の安定の資となっているものということができる。したがっ
て、右契約は、非専従的顧問としての就任を予定している場合であっても、受任者である税理士と
委任者との間に信頼関係を失わしめる事由あるいは信頼関係に危惧の念を抱かしめうる事由が生じ
たとき、当該税理士の病気等により業務の処理が困難となったとき、依頼者に当該税理士に業務を
委託等する必要性が乏しくなるような事由が生じたときなど相当な事由があるときにおいてこれを
解除することができるもので、民法651条の規定の適用は右の限度で制約されているものと解すべき
である」として解除を認めなかった。
【判旨】　委任契約において委任事務処理に対する報酬を支払う旨の特約があるだけでは、受任者の
利益をも目的とするものといえないことは、当裁判所の判例とするところであり、また、税理士顧
問契約における受任事務は、一般に、契約が長期間継続することがその的確な処理に資する性質を
有し、当事者も、通常は、相当期間継続することを予定して税理士顧問契約を締結するものであり、
本件税理士顧問契約において、依頼者たるＹから継続的、定期的に支払われていた顧問料が X の事
務所経営の安定の資となっていた等の原判決判示の事由も、これをもって受任者の利益に該当する
ものということはできない。
名古屋高判昭和58年11月16日判時1105号58頁
【事実の概要】　X は、訴外Ａから、高速道路における売店における商品販売業務の委託を受け、右
業務を営む場所として本件各売店を提供され、右業務をＹに再委託していたところ、Ｙが本件委託
契約上の義務に違反する数々の債務不履行行為を行ってきたことを理由に、X とＹとの間の信頼関
係は全く失われたとして、本件委託契約の期間満了による終了（更新の拒絶）による建物の明渡を
求めた。
　これに対して、Ｙは、①独自に従業員を採用し、解雇するなど、訴外Ａや X から独立して売店営
業をなす権限を有していること、入居に際し100万円を支払っていること、売上との関係で変動する
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歩合賃料とは別に、建物使用の対価と認められる固定賃料を支払っていることなどからして、本件
契約は本件各売店の賃貸借関係がその本質をなすものである。仮にそうでないとしても、本件契約
は商品販売業務の準委任と本件各売店の賃貸借との混合契約であると主張した。また、②債務不履
行々為は存在しないのみならず、X から本件契約の終了の主張や本件各売店の明渡を要求されるべ
き信頼関係の破壊も何ら存しないから、X の本件契約の期間満了（更新拒絶）の主張又は解除の主
張は理由がないと主張した。
【判旨】　裁判所は、本件委託契約関係を、商品販売業務委託の準委任契約と建物賃貸借契約の混合
契約であるとしたうえで、「本件契約の性質を右のように解しても、その実体に照らすと、右賃貸借
関係は、あくまで商品販売業務の委託に附随する従たる契約関係以上のものではなく、従ってそれ
は、主たる契約関係である右準委任契約とその運命を共にするものというべきところ、本件契約の
終了事由については、Ｙの債務不履行を理由とする場合を別とすれば、準委任関係の特別解除（民
法651条）ないしこれと同様の効果を有する更新拒絶並びにこれに伴う賃貸借関係の更新拒絶とな
るが、右のうち本件契約の主体たる準委任関係については、本件の場合、委託者たる X のみならず
受託者たるＹの利益をも目的とするものであるから、右準委任関係のみに着目しても、これに民法
651条 1 項をそのまま適用すべきではなく、同条 2 項の法意を類推し、原則として、Ｙに著しき不誠
実な言動がある等やむことをえざる事由の存する場合に限り解除ないし更新拒絶を認めるべきであ
るのみならず、従とはいえ賃貸借関係も存する以上、債務不履行以外の本件契約の終了事由として
は、右やむことをえざる事由の存否を中核として、Ｙにつき、本件契約の基礎たる信頼関係を破壊
し、本件契約の存続を困難ならしめる特段の事情が存するか否かの見地から、これを決するのが相
当である」として、最終的には、Ｙの債務不履行を認定し、本件契約の更新を拒絶されてもやむを
えない特段の事情が存するものというべきであるとした。
東京高判昭和63年 5 月31日判時1279号19頁
【事実の概要】　税理士である X と不動産の建て売り仲介を営むＹ会社との間で顧問契約が結ばれ
た。契約期間は一応 5 年と定められた。その後は、契約にしたがって X による事務処理が行われて
いたのであるが、Ｙから X に対し口頭で本件契約関係をやめる旨の申し入れがなされるに至った。
それ以後 X は本件契約に基づく事務処理をしなかったが、X はＹに対し、解除の無効を理由に契約
期間内の報酬の支払いを求めた。
【判旨】　裁判所は「X は、本件契約は有償であるうえ、期間が定められているから、受任者たる X
の利益のためにも締結されたものというべきである旨主張する。しかしながら、委任契約における
受任者の利益とは、委任事務処理と直接関係のある利益であること、すなわち、委任事務の遂行に
よって受任者に生じる利益であって、受任者がその利益を享受することにつき、委任者がこれを承
認しなければならない何らかの関係の存在するものであることを必要とするものであると解される
ところ、受任者である X が委任者であるＹから支払を約束されている報酬は、受任事務遂行の結
果、その対価として受領するものであるから、右にいう受任者の利益とは認められず、また、期間
の定めについても、その定めのあることにより、当事者双方にとって有利、不利となる場合がそれ
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ぞれ生じうるのであって、期間を定めたことそれ自体が直ちに受任者の利益の有無に結び付くもの
ではなく、期間の定めのあることが先に述べた受任者の利益に当たるとは解されない」とした。さ
らに、裁判所は、解除権放棄の有無について検討し、「委任者がそのような委任契約の本質的な権利
を放棄したと認めるには、単に期間の定めがあったというだけでは足りず、当該期間中契約が継続
しなければ委任契約の目的を果たすことができない場合である等、委任者において特段の事情でも
ない限り約定の期間が満了するまで契約を継続させる意思を有していたと認めるべき客観的・合理
的理由のある場合であることが必要である」とし、本件においては、客観的・合理的理由があった
とは認められないから、本件契約においてＹが期間内における前記解除権を放棄したとは認められ
ないとした。
東京高判平成元年10月16日判タ713号187頁
【事実の概要】　亡Ａには相続人として、妻Ｂ、長女 X、長男Ｙの他 3 人の子どもがいた。相続人間
では、相続によって相続人らに賦課される相続税等の納付のため本件相続財産の一部である土地を
売却し、その売却代金をもって相続税並びに右売却に伴う所得税及び住民税を納付することとして、
これら相続税の納付手続をＹが行い、その売却代金をもって相続税等一切を納付して剰余が生じた
ときはＹがこれを取得し、不足が生じたときはＹがこれを負担するという合意（第 1 合意）がなさ
れた。その後、Ｙは本件土地を売却したが、Ｙの売却手続が遅れたため、延納利子税等が増加し、
Ｙが延納利子税等の納付義務を否定したことから、X を除く相続人らは本件第 1 合意を解除し、持
分に応じた売却代金の支払を求め、Ｙはこれに応じた。Ｙは、X に対して本件第 1 合意を解除する
意思表示をしたが、X は右解除の効力を争い、X が支払った相続税の超過額等についてＹの債務不
履行による損害賠償を求めた。
【判旨】　裁判所は、「本件土地の売却を一任されたＹにおいて売却を実施し、その売却代金をもって
相続税等一切を納付して剰余が生じたときはＹがこれを取得し、不足が生じたときはＹがこれを負
担するという点」をもって本件委任は受任者の利益のためにも委任がなされたものと解するのが相
当であるとした。
　そして、「本件第一合意のように単に委任者の利益のみならず受任者の利益のためにも委任がなさ
れた場合であっても、委任契約は当事者間の信頼関係を基礎とする契約であり、当事者の意思に反
して事務処理を継続させることは、当事者の利益を阻害し委任契約の本旨に反することになるから、
各当事者は、民法651条により相互に委任契約を解除することができ、ただ、相手方が解除により不
利益を受けるときは、その損害を賠償する義務があるが、相手方が著しく不誠実な行動に出る等解
除につきやむをえない事由があるときは、損害賠償の義務を負わないと解するのが相当である」と
して、「解除するについてやむをえない事由」の有無を判断し、「本件第一合意が解除されるに至っ
たのは、Ｙが自己の負担する延納利子税等の納付義務を否定する言動に出たことが原因となってい
るものであり、これは自ら招いた事態ともいうべきものであって」、Ｙが X に対して本件第一合意
を解除するについてやむをえない事由があったということはできないとして、Ｙに損害を賠償すべ
き義務があるとした。
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神戸地判平成 2 年 7 月17日判タ745号166頁
【事実の概要】　Ｘ1社が所有し、Ｘ2社が経営するＡ病院の赤字を解消するために、Ｚ医師の設立し
たＹ社に経営コンサルタントを依頼したが、Ｚ医師の指導内容は高額医療を目指していたため、医
師らから猛反発を受けるとともに、融資銀行から病院の売却もしくは賃貸を要請されたため、X ら
はＹに対してコンサルタント契約を解除する意思表示をした。なお、X とＹとの契約にはＹの責め
によらずにＡが閉鎖した場合には 1 年間のコンサルタント料を支払わなければならないとする条項
があったため、X らは報酬契約に伴う債務不存在の確認の訴えを提起した。
【判旨】　委任契約において、委任者が契約をいつでも解除できるということは、委任契約の本質で
あり、特に「本件コンサルタント業務契約のように、委任者の利益のみを目的とし、かつ、専門的
知識、経験、能力を要する事務処理を内容とするところから当事者間の信頼関係が特に重視される
べき契約においては、委任者の右解除権を保護すべき必要性が特に大きいものであることに鑑みる
と、委任者がそのような委任契約の本質的な権利を自ら制限し、あるいはこれを放棄したと認める
ためには、単に期間及び受任者の逸失利益に関する損害賠償の定めがあったというだけでは足りず、
当該期間中契約が継続しなければ委任契約の目的を果すことかできない場合である等、委任者にお
いて特段の事情でもない限り約定の機関が満了するまで契約を係属させる意思を有していたと認め
るべき客観的・合理的理由のある場合であることが必要であると解するのが相当である」として解
除を認めた。
東京地判平成 6 年 1 月28日判時1515号101頁
【事実の概要】　X が、Ｙとの間で、販売・購買・在庫管理システム等のコンピュータソフトの販売
につき、代理店契約を締結したが、右システムには不具合があったなどとして、X が、Ｙに対し、
債務不履行による損害の賠償などを求めた。
【判旨】　コンピューターソフトによる業務委託契約は準委任であり、当事者はその契約が相手方の
利益のためにも締結されている場合を除き、自由に契約を解除することができるところ、この業務
委託契約におけるデータ処理自体は受任者の利益のためにも締結されたものとはいえないから、委
任者からの解除は認められる。
東京地判平成12年 3 月31日判タ1040号91頁
【事実の概要】　音楽著作権についての仲介業務を行う社団法人であるＹの常任監事であった X が解
任されたことについて、X が監事に再任する際に定款と異なる合意をしたこと、及び常勤の監事を
解任されたことを理由に損害賠償を求めた。これに対して、Ｙは、「常勤監事の解嘱が有効である
限り、常勤監事の期間は、委任者の利益のためのものであり、受任者の利益になるものではないか
ら、民法651条 2 項の適用はなく、Ｙが損害賠償義務を負う謂われはない。また、仮に右が受任者
の利益のためのものであるとしても、X に対する常勤監事の解嘱にはやむを得ない事由があったか
ら、民法651条 2 項によりＹが損害賠償義務を負う理由はない」と反論した。
【判旨】　裁判所は、「解嘱権の法的性質は、委任契約の解除権（民法651条）である。本件における
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常勤の委嘱は、報酬の定めはあるものの、受任者である X の利益のために締結されたものではなく、
Ｙにおいて当然に解除できる。そして、任命権と解任権は表裏一体であるから、常勤に関する委嘱
権をもつ会長に解嘱権も専属する」としながらも、不祥事発生の反省から公益法人の定款が変更さ
れたなどの本件の事実関係のもとでは、右定款において「常勤監事は、会長が委嘱する。」との定め
があっても、右会長は自由に常勤監事の委嘱を解いて非常勤監事とする権限があると解することは
できないと判断した。また、著作権に関する仲介業務に関する法律に基づいて設立された音楽著作
権に関する仲介業務を行う日本で事実上唯一の公益法人の定款において役員の任期を 3 年とする定
めは、少なくとも監事に関する限り、強行法規的なものであり、あらかじめ当該法人と監事との間
でこれよりも短い任期を定める合意をしても無効であると判示し、Ｙの損害賠償を認めた。
京都地判平成14年 4 月26日【TKC 文献番号】28091239
【事実の概要】　寺院である X は、墓地の分譲、墓石販売を業とするＹに対して、墓地の造成並びに
墓地販売に関する事務処理を委託し、墓地購入者に対してＹが墓石販売を行うことを認めていた。
墓地の造成がなされ、墓地分譲及び墓石販売が始まって 9 か月後に、X はＹに対して信頼関係を破
壊する行動があったとして、解除の意思表示を行い、Ｙの X 寺院表示の使用禁止、墓地・墓石販売
等の禁止を求めた。これに対して、Ｙは「墓地分譲及び墓石販売はセット販売であり、不可分の関
係に立っているから、本件準委任契約は、X のための墓地分譲だけを目的とするものではなく、Ｙ
の利益のためにもされた」として、解除権自体を放棄していたことは明らかであると主張した。
【判旨】　裁判所は、X からＹに対して委託されたのは、「墓地の販売に関する事務処理の委託」であ
り、これは準委任契約に当たるものと解されるとした上で、「解約権制限の根拠となる受任者の『利
益』は、単なる報酬特約ではなく、委任事務処理の遂行と直接的に関係する利益を意味すると解さ
れるところ、墓地分譲と墓石の売買は別個の法律関係であって、墓石販売による利益の期待は事実
上の間接的なものに止まるというべきであるから、本件準委任契約が受任者の利益のためにも締結
されたということは困難であり、少なくとも、委任者の利益に比較すれば、従たるものにすぎない
というべきである」として、Ｙの「利益」を認めなかった。
　さらに、解除権を放棄したものと解されない事情があるかについて、「本件準委任契約が受任者の
利益のためにもされたと認められたとしても、少なくとも、受任者であるＹの利益は委任者である
X の利益に比較すれば、従たるものにすぎない」。さらに、Ｙは、解除権放棄自体が認められないと
しても、X による解除は、墓地分譲及び墓石販売が始まってからわずか 9 か月後にされており、こ
のような解除権の行使は権利濫用又は信義則違反であり無効である旨主張したが、「民法651条 1 項
による解除は「何時ニテモ」できるとして、認めなかった。
東京地判平成14年12月26日【LLI　ID 番号】05731745
【事実の概要】　X はマンション管理組合であり、Ｙはマンション管理業務を目的とする会社である。
X は、本件建物の管理業務をＹに委託していたところ、X の臨時総会において、本件契約を終了す
るとの決議がなされ、その旨の通知がＹに対してなされたが、Ｙが管理業務を継続したため、X は、
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管理委託契約終了の確認を求める訴えを提起した。これに対して、Ｙは、①本件契約が受任者の利
益のためにもなされていること（Ｙは、管理費の他、管理組合規約・館内使用細則提供手数料や共
用部分の保険契約及び保険金の請求に関する事務代行により保険会社から保険代理店手数料を受け
ていることなどから、本件契約が「受任者の利益」のためのものであると主張）、② X・Ｙ間におい
て解除権を放棄する旨の合意がなされていたと主張した。
【判旨】　裁判所は、①については「受任者の受ける報酬は、委任事務を遂行したことの対価に過ぎ
ないから、上記受任者の利益には該当しないと解されるところ、上記の各手数料は、委任事務であ
る本件建物の管理業務の報酬である管理委託費そのものではないが、本件契約の管理業務遂行に付
随して宅地建物取引業者または保険会社から得ている報酬であるから、管理委託費に準じるもので
あり、上記受任者の利益には該当しないというべきである」とした。また、②については、X とＹ
との間の管理委託契約書において「X 及びＹはその相手方が本契約に定められた義務の履行を怠っ
た場合は、文書を以て相当の期間を定めてその履行を催告し、相手方が当該期間内にその義務を履
行しないときは、本契約を解除することができる」との定めがあるが、これは、「その文理からみ
て、解除事由を限定したものとみるのはおよそ困難であり、民法上の債務不履行解除をなし得るこ
とを契約書上において確認したに過ぎないと解するのが合理的である」として、「これをもって、X
が前記の自由な解除権の放棄の意思表示をしたものと解釈することはできない」とした。
東京地判平成15年 1 月23日【LLI　ID 番号】05830202
【事実の概要】　税理士である X が、期間の定めのある顧問契約を締結していたＹに対し、未払と
なっている 8 か月分の顧問報酬（24万円）の支払を求めたところ、Ｙが顧問契約の解除を主張した。
これに対し、X は、本件顧問契約については、①本件顧問契約は受任者の利益のためにも締結され
た契約であること、②本件顧問契約においては、期間の定めがあることから、民法651条 1 項による
解除権は放棄されているとして、民法651条 1 項の適用はないと主張した。さらに、X は、解除を前
提として、民法651条 2 項等に基づく損害賠償を請求した。
【判旨】　裁判所は、①の点について、X の主張する「X の利益」とは、契約期間終了までの顧問報
酬を意味するものと解されるが、顧問報酬は「本質的に受任事務の対価というべきものであ」ると
して「受任者の利益」を認めなかった。そして、本件顧問契約における顧問報酬の支払方法は毎月
末日払いとなっていることからしても、X の主張する「X の利益」は、受任事務処理を遂行してい
ない段階では、あくまで期待の域にとどまるものであって、Ｙによる解除権の行使を制約するよう
なものであるとまでは認められない。　　　
　また、②の点については、「契約期間が長期間であればともかく、少なくとも契約期間が 1 年間と
されている本件顧問契約において、上記特約があることを理由に、Ｙの解除権を制約するのは、当
事者間の公平という見地からして、相当とは言い難い」として X の主張を斥けた。
東京地判平成15年 3 月13日【LLI　ID 番号】05831064
【事実の概要】　X は、冠婚葬祭の儀式の施行等を目的とする有限会社である。Ｙは、医療法人であ
52
N. Ishido CHUKYO LAWYER
り、Ａ病院を経営している。X とＹは、平成11年10月 1 日、Ｙを委託者、X を受託者として、Ｙが
経営するＡ病院における死亡時退院患者の処置等（病棟から霊安室までの転送業務、病院の霊安室
管理業務及び霊安室における遺体、備品の管理業務等）に関する業務委託契約を締結した。その後、
Ｙが契約を解除したため、X が解除無効の訴えを提起した。
【判旨】　委任事務を行うことによって葬儀を依頼する可能性のある遺族と接触する機会が得られる
という利益は、X が委任事務を処理する結果として得られる事実上の利益にすぎないか、X による
委任事務処理と対価関係にある利益であるにとどまるところ、仮に前者であるとすれば、本件契約
が受任者である X の利益を目的として締結されたものであるということはできないし、仮に後者で
あったとしても、委任事務処理と対価関係にある利益は、委任事務処理の結果として得られるもの
であって、解除によって当然に失われるべきものである（報酬と同様である）から、本件契約が受
任者である X の利益を目的として締結されたものであるということはできない。なお、本件契約に
おいては 7 年間という契約期間が定められているが、その定めがあることにより、受任者である X
にとって有利となる場合ばかりでなく、不利となる場合も生じ得るから、期間を定めたことそれ自
体が直ちに受任者である X の利益の有無に結びつくものではない。
東京地判平成15年 9 月 4 日【LLI　ID 番号】05833607
【事実の概要】　X は、博物館学芸員の資格を持つ者であり、かつＡ株式会社の代表取締役を務める
者である。Ｙは、Ｂ専門学校を開設する学校法人である。X とＹとの間では、X がＹの開設する専
門学校の一学科である国際情報ビジネス学科についての業務管理委託契約を締結し、本件委託契約
には、Ｙの管理する教室 2 室を X に貸与し、X において生徒の募集・授業・生徒管理・会計業務を
行うこととされていた。その後、Ｙは、本件業務委託契約に基づき X に貸与していた教室の入口の
鍵を取り替え施錠するとともに、本件業務委託契約解除の意思表示をした。これに対し、X は、Ｙ
が同契約に基づく運営管理業務を不可能にしたとする債務不履行に基づく損害賠償請求を求めた。
なお、同業務委託契約においては、「Ｙが本契約条項に定める義務の履行をせず、X らの運営管理
業務を不能ならしめた時は、Ｙは、X に対し、授業料収入の総額を損害賠償として支払う」との条
項があった。これに対して、Ｙは、①学生の欠席容認と出席率の改竄（X が学生らに対し、出席率
が悪くても授業料さえ支払えばビザの取得に差し支えない旨公言しており、実際ほとんどの学生の
出席率は30パーセント未満であり、10パーセントに満たない学生も多数存在したが、入国管理局や
Ｙに対し、その出席率を全学生が50パーセント以上となるよう改竄して報告していたこと）、②編入
学の工作（日本語学校を 9 月に卒業する学生を入学させるための定員枠を確保するため、授業料の
滞納が著しい学生を除籍し、編入生を 4 月から入学しているように装う編入学の工作をしていたこ
と）、③劣悪な学習環境（教育内容は、教科書はなく教材はコピーのものばかりであり、教員は毎日
のように変更され、学生は何を勉強しているのか分からない状態であったこと）など X の学校運営
が違法であることを主張した。
【判旨】　裁判所は、「本件業務委託契約は、委任ないし準委任の性質を有するものであり、しかも、
同契約に基づく委任事務の処理が委任者のみならず受任者の利益をも目的とするものであると解さ
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れるところ、委任が当事者双方の対人的信用関係を基礎とする契約であることに鑑みれば、このよ
うな場合においては、受任者に委任事務の処理について債務不履行がある場合（この場合には、民
法541条以下により、当該契約を解除することができる。）でなくとも、受任者が著しく不誠実な行
動に出た等やむを得ない事由があるときには、民法651条により当該契約を解除することができるも
のというべきである」とした上で、本件においては、Ｙが主張するような問題点が存在していたこ
とから、「Ｙによる本件解除は、少なくとも、X が受任者として著しく不誠実な行動を行ったために
なされたもの、すなわち、やむを得ない事由によりなされたものというべきである」として本件解
除は有効であり、Ｙの債務不履行に該当するとの X の主張には理由がないとした。
東京地判平成15年 9 月29日【LLI　ID 番号】05833966
【事実の概要】　Ｘ1は、美術館の運営を行っている会社であり、E によって設立された。Ｙ1及びＹ4
は、警備保障業務などを行う会社である。Ｙ1の代表者はＹ3であり、Ｙ4の代表者はＹ2である。
　平成 8 年10月ころ、E はＹ3に対し、Ｘ1がトリックアート美術館を経営する隣接地において、同
様の美術館を新たに建築し、経営しないかという話を持ちかけ（E は、Ｙ3に対し、収支シミュレー
ションを示し、初年度から年間25万人の割合で入場者が見込まれる旨告げた）。Ｘ1は、平成 9 年 5
月29日に、Ｘ1とＹ1との間で、①Ｘ1が絵画などの展示作品の制作を請け負う契約が締結されるとと
もに（Ｙ1がその代金として 1 億円の支払をすること）、②Ｘ1所有の美術館をＹ1が借り受け、賃料
月50万円、期間20年間の賃貸借契約が締結された。また同時に、美術館の警護警備を、Ｘ1がＹ1に
委託する契約が締結された（警備隊員 1 人につき月50万円、警護隊員 1 人につき月100万円）。しか
し、美術館開業後、入場者の数は当初見込まれた水準には達せず、年間に換算して10万人を割り込
む程度の入場者数しか確保できず、本件美術館の経営が不振であったことから、Ｙ1とＸ1との間で
は、今後売上げが向上し賃料及びロイヤリティを支払う余剰金が発生するまでの間、本件警備契約
を間接有事警備の形式に変更した上、警備契約の代金をロイヤリティ及び建物賃料と相殺する旨の
合意がなされた。
　その後、Ｙ1は、Ｙ4に対し、前項の美術館営業業務を譲渡し、Ｘ1はこの譲渡を承諾し、Ｙ1は、
Ｘ1から購入して展示している絵画の所有者として、Ｙ4は前項の美術館の経営者として、本件建物
を共同で占有することとなった。その後、Ｘ1はＹ4に対して本件警備業務を解除する旨の通知を行
い、同書面によって本件賃貸借契約の賃料を支払うよう催告を行い、Ｙ4が賃料を支払わないとし
て、本件訴状をもって、本件賃貸借契約を解除するとの意思表示をした。
【判旨】　裁判所は、「本件警備契約は、本件警備契約が存続する限り、本件建物を賃料の支払なく利
用できるという利益を与えるものである」として本件契約が委任者の利益のみならず受任者の利益
のためにもなされた場合であるとした上で、「解除権を放棄したものと解されない事情」について検
討する。
　「本件では、警備契約が間接有事警備に変更され、賃料及びロイヤリティとの相殺という処理がな
されることになったきっかけは、本件美術館の入場者数が E のシミュレーションで示された数を大
きく下回ったことにあることなどに照らすと、本件警備契約改定の主たる目的は、受任者たるＹ1の
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経済的負担を軽減するところにあって、委任者たるＸ1がＹ1ないしＹ4の警備を受ける利益は警備契
約の二次的ないし付随的な利益にすぎないものとみるべきである」として、委任者たるＸ1が解除権
を放棄したものと解されない事情があるとは認められず、また、Ｘ1に、本件警備契約を解除するこ
とがやむを得ない事情があるとも認められないとして民法651条に基づく解除権を認めかった。
東京地判平成16年 9 月28日【LLI　ID 番号】05933883
【事実の概要】　X が、マンションの22戸の住戸の販売代理をＹに委託したが、思うように分譲がな
されなかったため、Ｙに対して委託契約を解除した。なお、X とＹとの間では、委託期間を定め、
その販売期限までに販売できなかったマンションの住戸については、Ｙがすべてを買い取るとする、
「買取責任」の約定が盛り込まれていた。そのため、Ｙは、①同委託販売契約により独占販売権を付
与されていたこと、また②本件買取責任条項の存在を根拠に、本件契約が受任者であるＹの利益の
ためにも締結されたもので委任者である X が解除権を放棄していることなどから、本件契約解除は
無効であると主張した。
【判旨】　裁判所は、当事者の供述などから、Ｙが主張するような独占販売権を付与したとの事実は
認められないとした上で、「買取責任により、Ｙが住戸を買い取るという利益を得ることがあるとし
ても、それは本来の受託業務である住戸の販売がうまくいかなかった場合のことであるし、この買
取責任は、Ｙの利益を図るというよりは、X の損失を回避することに主眼を置いて定められている
こと、本件契約において、Ｙが販売価格と仕切価格との間で自由に実際の販売価格を設定できると
しても、Ｙが売れ残りの住戸を買い取る義務という大きなリスクを負っていることの見合いからで
あると考えられること、販売価格と仕切価格の差額の取得も、基本的には、受託事務処理の結果得
られる報酬としての性格を有すると認められ、その存在だけで本件契約が受任者の利益のためにも
締結されたとはいえないこと」などから、本件契約が「受任者であるＹのためにも」締結された委
任契約であると認めることはできないとした。
東京地判平成17年 6 月17日【LLI　ID 番号】06032281
【事実の概要】　Ｙは、健康食品、化粧品及び生活用品の販売、流通及び卸小売、電子商取引並びに
フランチャイズ取引等を目的とし、韓国に本店を有する株式会社であるが、日本での事業展開を図
るため、X との間で、Ｙの子会社であるＡ株式会社の設立事務を委任した。
　X は、日本国内における会社設立のための活動をしてきたが、X とＹとの間に見解の相違なども
あり、Ｙが一方的に委任契約を解除したため、X が、主位的に、不法行為に基づく損害賠償請求を
求め、予備的に、債務不履行又は民法651条 2 項の委任契約解除に基づく損害賠償等を求めた。
【判旨】　裁判所は、「X には、本件委約上、報酬請求権以上には、直接的には本件委任契約による利
益は認められない」としながらも、「本件契約は、有償契約であり、かつ、X の報酬は、月額で支
給され、X は、本件契約のために前職を辞職したとは認められないものの、本件契約に基づく業務
に専念していたことなどを考慮すると、本件契約は、受任者の利益を目的としたものということが
できる」と判断したが、「本件契約が受任者の利益を目的としたものと認められるとしても、その利
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益が報酬請求権自体と大差がないことをも考え併せれば、やむを得ない事情があるというべきであ
る」として、契約解除の有効性を認めた。
　ただし、「本件契約の解除には、相当の予告期間をおくことを要すると解するのが相当である」と
して、「その金額は、解除の時（平成15年 2 月20日）から 1 か月分の報酬相当額とするのが相当であ
る」と判断した。なお、控訴審でも同様の判断がなされている（東京高判平成18年10月24日【TKC
文献番号】28131860）
東京地判平成18年10月27日【LLI　ID 番号】06134356
【事実の概要】　百貨店を経営する X が、同百貨店内において、ネイル・フットケア等を業務とする
Ｙに対し、業務委託契約を解除したとして、同店内からの退去、明渡しを求めた。これに対し、Ｙ
が、本件契約は、借地借家法の適用がある賃貸借契約であって、X の解除は無効であるなどと主張
して、これを争った。
【判旨】　裁判所は、X とＹとの間の契約について、「借家法の適用される賃貸借契約ではなく、業務
委託契約（準委任契約）であるとみるのが相当である」とし、「百貨店と業者間の出店契約が、業務
委託契約であるとしても、契約締結に至った経緯、契約期間及び契約の終了に至った経緯等の諸事
情や、一方の当事者に回復しがたい不測の損害を被らせるおそれの発生の有無など解除権の行使が
濫用にあたると認められる場合には、これが制限されることもあるというべきである」として、「受
任者利益」の有無について検討する。
　「『受任者の利益』とは、委任の事務処理と直接関係ある利益をいい、委任の事務処理による報酬
は解除により当然に失われる性質をいうものと解すべきであるから、単に受任者に報酬請求権があ
るというのみでは受任者の利益には当たらないというべきである。すなわち、本件百貨店における
Ｙの売上げは、本件契約に基づく事務処理により発生する性質のものであって、前記の委任の事務
処理と直接関係のある利益とはいえない」として解除を有効とした。
東京地判平成19年 5 月24日【LLI　ID 番号】06232248
【事実の概要】　不動産仲介業者である X が、Ｙの新築建物の賃貸借に関する専属専任媒介契約を締
結したところ、Ｙが契約解除の意思表示をしたため、X が賃貸借契約を媒介したとして、約定報酬
金の支払を求めるとともに、Ｙが専属専任媒介契約に違反して X 以外の不動産仲介業者に媒介させ
賃貸借契約を締結したとして、債務不履行責任に基づき、成約分の約定報酬合計額に相当する損害
賠償金の支払を求めた。
【判旨】　X は、本件媒介契約締結以前から、本件建替計画に伴う各会議に出席し、本件建物の設計
や設備等のレイアウトやデザインを提案するなどしており、それに要した費用については、本件媒
介契約上の報酬をＹから受け取ることによって回収し、さらには利益を上げることを企図しており、
本件媒介契約は、委任者であるＹの利益だけでなく、受任者である X の利益のために締結されたも
のと認められる」として受任者の利益を認めた。
　その上で、裁判所は、本件専属専任媒介契約が長期間であることなどからＹにとって不利益な内
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容であることや、解除がなされたとしても契約履行のために要した費用の償還が約款上認められて
いることなどからＹにおいて「委任契約の解除権自体を放棄していたとは解されない事情があると
いえる」として、解除を有効とした。
東京地判平成19年 7 月25日【LLI　ID 番号】06233234
【事実の概要】　Ｘの夫であったＡが本件寺院（Ｙ3）の住職に就任し、法人として成立した当初から
代表役員を務めていた。その後、Ａが死亡したため、Ｘは、Ｙ3の代表役員に就任し、Ａの後任の住
職は、Ｘの義弟であったＢが就任したが間もなく死亡したため、Ｂの子であるＹ1が住職に就任し
た。その後、Ｘは、役員会で解任されたため、責任役員の地位の存否を確認する訴えを提起した。
その中で、Ｘは、①宗教法人と代表役員との法律関係を組合的な委任類似の関係であること、また、
②宗教法人と代表役員との法律関係を委任又は準委任であるとしても、宗教法人の代表役員は、長
期的・継続的な相互信頼関係が予定された組織法上の地位であり、かつ、宗教法人との間の有償契
約に基づくものであるから、一時的な個人間の無償委任を前提とした民法651条は、宗教法人の代表
役員に対してその立法趣旨が妥当せず、適用すべきではないこと、③本件は、受任者の利益のため
のものでもあり、かつ、解除権を放棄したとは解されない事情はないから（解除権を放棄したと解
される事情があるから）、代表役員の解任権はないこと、さらに、④責任役員会に代表役員解任権が
認められるとしても、手続が極めて不適正であり、本件では解任する理由は一切なかったのである
から、本件代表役員解任決議は解任権の濫用に当たり、本件代表役員解任決議は無効であったこと
などを主張した。
【判旨】　まず、①の点について、裁判所は、「宗教法人と代表役員との間において適用される法律関
係について」は、「各当事者が出資をして共同の事業を営むことを約する組合契約とは異な」り、宗
教法人法18条 3 項が「代表役員は、宗教法人を代表し、その事務を総理する。」と規定するように、
「宗教法人と代表役員との間において適用される法律関係は、委任又は準委任（民法643条・656条）
である」と解す。
　②点については、「民法651条は、委任者と受任者との間の信頼関係に基礎を置く規定であり、契
約が恒常的なものであるか一時的なものであるかによって、委任者と受任者との信頼関係の程度を
当然異にするというものではなく、また、宗教法人と代表役員との間の委任関係は必ずしも有償と
は限らないから、民法651条の適用を否定することはできない」とした。
　③の点について、裁判所は、①代表役員の地位が宗教上の地位に依拠して定められるものではな
いこと、②代表役員に任期の定めがあっても、その間の解任を否定することをうかがわせる規定も
なく、代表役員の解任権を放棄したものとは認められないこと、③代表役員としての報酬が支払わ
れていることから、Ｙ3と代表役員との委任又は準委任関係は、代表役員の利益のためにもあるとい
えるものの、代表役員としての利益は経済的なものにとどまっており、これがやむを得ない事情が
ないのに解任されたことにより侵害された場合には、解任権を濫用したため解任の効果そのものが
否定されるほかは、損害賠償によって填補すれば足りるといえること、④代表役員の解任を否定す
る慣習があることをうかがわせる事情もないことを考慮すれば、Ｙ3において代表役員の解任権（委
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任又は準委任契約の解除権）を放棄したとは解されない上、その他民法651条の適用を否定する事情
も見当たらない」として、解任権を認めている。その上で、本件代表役員解任決議から任期までの
間の報酬1260万円を損害として認めた。
東京地判平成21年12月21日【LLI　ID 番号】06430734
【事実の概要】　X は、化粧品の製造・販売等を目的とする会社であるが、Ｙ1教授及びＹ2社との間
で、「皮膚損傷・治癒モデルにおける局所グルコース塗布の効果及びその分子作用機序の解明の研
究」を9500万円で委託する契約を締結し、上記料金のうち6000万円を支払ったところ、Ｙらがアメ
リカの有名大学教授との顧問契約のあっせん合意に反してあっせんを拒絶し、ずさんな研究を行い、
共同研究発表が不能となったのは本件研究委託契約の債務不履行に当たるから、本件研究委託契約
を解除したと主張して、不当利得に基づく返還請求として、これまでの研究の対価相当額1000万円
を控除した5000万円の返還を求めた。
【判旨】　裁判所は、「本件研究委託契約は、Ｙ2が委任者である X のために研究し、これに対し受任
者であるＹ2が報酬を得ることを内容とする有償準委任契約であって、委任者の利益のみならず受任
者の利益のためにも委任されたものである。……しかるところ、本件研究委託契約は、その主な目
的が委任者である X のために研究することであって、受任者であるＹ2の報酬を得る等の利益は第
二次的な目的にすぎない。そうすると、委任者である X が委任契約の解除権自体を放棄したものと
解されない事情があるといえ、X は、Ｙ会社との本件研究委託契約を民法651条 1 項により解除す
ることができる」とした。なお、Ｙ2は、同契約終了に基づき、本件既払料金から本件研究に要した
費用及び報酬額を控除した額を返還する義務を負うとして既払金から本件契約に要した費用5391万
6000円及び管理費用としての報酬50万円を控除した 8 万4000円の限度で X の請求を認容した。
東京地判平成22年 2 月10日【LLIID 番号】06530041
【事実の概要】　X は、著作権等管理事業者であり、韓国ソウル市で韓国の音楽楽曲の著作権信託管
理等を行う訴外Ａ社との間で、Ａが現に所有する著作権及び将来取得する著作権を信託財産として
X に譲渡し、X がこれを管理する旨の著作権信託契約を締結したが、Ａはその後、臨時株主総会決
議において解散の決議がされ、Ａから X に対して契約解除の意思表示がなされた。一方、X は日本
国内において、通信カラオケ事業者であるＹに対し、著作権（複製権、公衆送信権）侵害に基づく
損害賠償請求として、支払を求めたが、Ｙは X が対象楽曲の著作権を有していないから、X は原告
適格を有しないと主張した。
【判旨】　X が、信託著作権の管理によって得た著作物使用料の中から管理手数料を控除することや、
業務遂行に要する支出について定めるに止まり、単なる手数料の控除や報酬の特約以上に、受託者
である X についての何らかの経済的利益（例えば、受託者の委託者に対する債務の弁済等）につい
て定めるものとはいえない。そうすると、本件契約は、有償委任契約ではあるが、当該委任が、委
任者の利益とともに受任者の利益をも目的としていると認めることはできないとして、解約の効力
を認めた。
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東京高判平成22年 2 月16日判タ1336号169頁
【事実の概要】　本件別荘地Ａの管理運営等を業とする法人である X が、本件別荘地Ａを所有するＹ
ら30名に対して管理費等の支払を求めた事案で、Ｙらは契約の解除、委任者死亡等を理由に管理費
等の不存在確認を求めた。原審は、本件管理契約については受任者の利益があるとは認められない
し、また委任者と受任者間の相互依存関係がある場合とも認められないとしてＹらによる契約の解
除を認めたが、購入不動産に付着した属地的な性質が強いので、契約締結時における当事者の意思
表示を合理的に解釈すれば委任者が死亡しても契約は当然に終了せず、その相続人間で存続すると
いう黙示の合意が認められるとして、Ｙらの主張を一部却下したため、これに対してＹらが控訴し
た。
【判旨】　まず、裁判所は、本件管理契約を有償の準委任契約とした上で、「受任者の利益」の存否に
ついて検討し、「X の主張する受任者の利益とは、X が本件別荘地の管理を継続することの必要性及
びそのための管理費用収入の確保の必要性というものであるが、これらは、なお、任意解除権を制
限することを正当化するだけの受任者の利益であると解することは困難である。したがって、本件
管理契約が受任者である X の利益のためでもある契約であるからＹらの任意解除権が制約され、Ｙ
らの解除が効力を生じないとする旨の前記主張は、採用することができない」として、X の主張を
斥けているが、その上で、受任者と委任者との「相互依存関係」があるかどうかという点を検討す
る。
　裁判所によれば、相互依存関係について言及した最高裁昭和56年 2 月 5 日判決（裁判集民事132号
85頁）に触れ、「解除権の行使制約の理論的根拠を明示しているものではなく、委任契約における任
意解除権の行使を制約する上記の解釈が判例上確立しているとまではいいがたい」としながらも、
この相互依存関係とは、「本件別荘地内に不動産を所有する者がその物件を維持管理して利用し、生
活を維持する上で、X による管理やその関与が必須のものであり、他方で X がその管理を継続する
ために不動産所有者による費用の分担が必要不可欠であるという関係をいうものと解される」とし
て、「受任者の利益を目的とする委任契約については、委任者は一方的に解除権を行使できないと
しても、その受任者の利益が損害賠償あるいは報酬請求などによって賄えるものであるならば、委
任者は他に委任契約の解除権自体を放棄したものとは解されない事情があるときには、その契約を
解除することができるものと解する。その上で、委任者の民法651条 1 項による解除権の行使により
相手方（本件では受任者）に著しい不利益を生じさせるなど社会的相当性を欠く場合には、民法 1
条（信義則、権利濫用）の規定により解除権の行使が制約されるものと解するのが相当である」と
して、「X の管理行為が、全体として本件別荘地内の不動産所有者にとって、必要不可欠とまではい
いがたい」点並びに、X が管理費によって管理業務を継続することは受任者の利益のための側面も
ある」としながらも、「大半の不動産所有者は X との本件管理契約を継続しており、直ちに管理費
収入が激減し、管理業務が停滞するという事態は想定しにくい」として、解除を認めた。
　
横浜地判平成22年 3 月30日【TKC 文献番号】25463503
【事実の概要】　X は、都市開発、会社及び商店の経営及び管理指導業務、並びに不動産賃貸などを
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目的とする株式会社であり、地下 2 階ないし地上 3 階を店舗、地上 4 階を事務所等、地上 5 階ない
し10階を居宅とする、いわゆる複合型マンションを建設し、本件建物部分の分譲にあたり、区分所
有者となる買主との間で、本件敷地についての土地賃貸借契約を締結するとともに、管理委託契約
を締結した。しかし、その後、同建物の区分所有者Ｙら43名が、区分所有法上の要件はみたしてい
ないが、管理組合の設立決議を行い、X に対して解除通知を行い、これに対して、X は管理委託契
約による報酬請求権等に基づき管理費等の支払を求めた。
【判旨】　裁判所は、「区分所有建物の管理委託契約の解除について、個々の本件管理委託契約は、同
契約において当事者となっていない他の区分所有者らの利益のためになされた面をもつのであって、
その解除は、受任者の利益のためになされた準委任契約に準じて、受任者における著しい不誠実な
行為等解除がやむを得ない事情がある場合、あるいは委任者において解除権を放棄したとは解され
ない事情がある場合に限られると解するのが相当である」とした上で、X には、会計が不透明であ
るとか、水道料金について、親メーターと子メーターによる料金算出の差額を管理委託費用として
徴収するなど、管理者としての不適切な行動があったとして、Ｙらにおいて、本件管理委託契約の
解除するにつきやむを得ない事情があったと判断した。
東京判平成24年 5 月 7 日【TKC 文献番号】25494352
【事実の概要】　X は、経営コンサルティング業等を主たる目的とする株式会社である。Ｙは、写真
機、時計、時計側等精密機械器具の製造、販売及び輸出入業等を主たる目的とする株式会社である。
X とＹとの間で M ＆Ａコンサルティングに関する契約が締結されたが、契約期間中において、Ｙか
ら契約解除がなされため、X は、コンサルティング契約に基づく報酬の支払を求めた。
【判旨】　本件コンサルティング契約は、Ｙが X に対し企業提携成立のための経営コンサルティング
という事務を委託することを内容とするから、いわゆる準委任契約の性質を有すると認められると
ころ、受任者の利益をも目的として締結された場合でない限り、委任者は、民法656条の準用する
651条に基づきいつでも当該契約を解除することができる。そして、「委託された事務処理に対する
報酬を支払う旨の特約があることや、期間の定めがあることのみをもってしては、受任者の利益を
も目的として締結したものと認めるには足らないところ、本件コンサルティング契約について、受
任者である X の利益をも目的として締結されたと認めるに足りる主張立証はないから、Ｙは、民法
651条 1 項に基づき、いつでも本件コンサルティング契約を解除することができると解するのが相当
である」とした。
